
決算特別委員会会議記録

決算特別委員長 元吉 俊博

１ 日 時

令和元年１０月１７日（木） 午前１０時００分から

午後 ３時４４分まで

２ 場 所

本会議場

３ 出席した委員の氏名

元吉俊博、井上明夫、志村学、今吉次郎、太田正美、森誠一、大友栄二、木付親次、

古手川正治、濱田洋、高橋肇、羽野武男、二ノ宮健治、守永信幸、原田孝司、

吉村哲彦、戸高賢史、堤栄三、荒金信生

４ 欠席した委員の氏名

井上伸史、成迫健児

５ 出席した委員外議員の氏名

清田哲也、阿部長夫、御手洗吉生、猿渡久子

６ 出席した執行部関係者の職・氏名

土木建築部長 湯地三子弘、教育長 工藤利明、警察本部長 石川泰三 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

（１）第９５号議案平成３０年度大分県一般会計歳入歳出決算の認定について、第１０４号議

案平成３０年度大分県臨海工業地帯建設事業特別会計歳入歳出決算の認定について及び第

１０５号議案平成３０年度大分県港湾施設整備事業特別会計歳入歳出決算の認定について

審査を行った。

詳細については、別紙「会議の概要及び結果」のとおり。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課委員会班 副主幹 矢野順子

議事課委員会班 課長補佐（総括） 冨高徳己

議事課議事調整班 主幹 秋本昇二郎



決算特別委員会次第

日時：令和元年１０月１７日（木）１０：００～

場所：本会議場

１ 開 会

２ 部局別決算審査

（１）教育委員会

①決算説明

②質疑・応答

③内部協議

（２）土木建築部

①決算説明

②質疑・応答

③内部協議

（３）警察本部

①決算説明

②質疑・応答

③内部協議

３ その他

４ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

元吉委員長 おはようございます。ただいまか

ら、本日の委員会を開きます。

この際、付託された議案を一括議題とし、こ

れより審査に入ります。本日は、教育委員会、

土木建築部及び警察本部の部局別審査を行いま

す。

これより、教育委員会関係の審査に入ります。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな

るよう要点を簡潔・明瞭にお願いします。

それでは、教育長及び関係課室長の説明を求

めます。

工藤教育長 教育委員会所管に係る平成３０年

度決算について説明します。

初めに、平成２９年度決算特別委員会審査報

告書に対する措置状況について報告します。

指摘事項は２点です。お手元の報告書の１０

ページをお開きください。収入未済の解消につ

いてです。

地域改善対策奨学金については、平成１６年

度で貸与は終了し、現在は返還事務のみを行っ

ています。収入未済の解消に向けて、納入期限

翌月の督促状の送付や徴収強化月間である５月

と１１月に現年度、過年度の催告を行うととも

に、納付相談の際には、実態に応じてきめ細か

く対応しています。また、免除・猶予制度を活

用した未然防止にも取り組んでいます。

今後とも、返還者やその関係者の人権に最大

限に配慮しながら、慎重かつ積極的な債権管理

に努めていきます。

次に１８ページをお開きください。

教育におけるＩＣＴ化に向けた環境整備の促

進については、令和４年度からスタートする高

校の新学習指導要領の実施に備え、生徒の情報

活用能力を育成するため、県立学校に電子黒板

やタブレット型端末等の整備を進めています。

また、教育人材の育成及び適切な学習活動の

充実については、県内各地においてプログラミ

ング教育などＩＣＴを効果的に活用した授業を

行える中核的な教員を養成するＩＣＴスマート

デザイナー育成事業に取り組んできたところで

す。

加えて、小学校・中学校・高等学校・特別支

援学校の初任者に対するＩＣＴ活用研修や、学

校ＣＩＯ研修、情報化推進リーダー研修を実施

するとともに、各学校や地域のニーズに応じて、

ＩＣＴを活用した授業づくりをテーマとした出

前研修や、授業改善に向けた指導・助言に努め

ることにより、ＩＴ人材の育成を図っていきま

す。

続いて、お手元の平成３０年度における主要

な施策の成果により、主な事業の執行状況等に

ついて説明します。

まず、２５０ページをお開きください。次の

２５１ページとあわせて、小・中学校の学力向

上対策の事業について説明します。

これらの事業は、市町村学力向上アクション

プランに基づく様々な支援により、児童生徒の

つまずきの解消や低学力層の底上げを図るなど、

義務教育で大切な学力向上への取組を実施した

ものです。

３０年度は、中ほどの２事業内容のとおり、

習熟度別指導推進教員を配置して、習熟の程度

に応じたきめ細かい指導を推進しました。また、

小学校５年生・中学校２年生を対象に県の学力

定着状況調査を実施しました。国の学力調査の

結果とあわせて、喫緊に解決しなければならな

い課題を明らかにし、その解決に向けて、組織

的な授業改善を推進する各種協議会を開催した

ところです。

そうした取組の結果、事業名欄下の総合評価

は、小学校・中学校共にＡとしています。

今後については、一番下の４今後の課題と方

向性等にあるとおり、学力向上のさらなる推進

を図るため、小学校は「新大分スタンダード」

に基づく授業改善と教科担任制の推進による授

業の質の向上を図ります。中学校は「中学校学

力向上対策３つの提言」の徹底による組織的な

授業改善に取り組んでいきます。
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１ページ飛んで２５３ページをお開きくださ

い。特別支援学校就労支援事業です。

この事業は、特別支援学校の就労支援体制の

充実と、就労に対する生徒の意欲向上、保護者

の意識改革、企業の理解推進を図るなど、一般

就労率の向上に向けた取組を実施したものです。

３０年度は、１１校に８名の就労支援アドバ

イザーを配置して職場開拓等を行うとともに、

生徒の働く力について企業の理解を促進するた

めのワーキングフェアの開催などに取り組みま

した。

３事業の成果欄に記載しているとおり、３０

年度の一般就労率は２８．５％で、知的障がい

特別支援学校高等部生徒の一般就労者数は、４

９名でした。昨年度より２％増加したものの一

般就労率は目標値に届いていません。総合評価

をＢとしています。

今後は、就労支援アドバイザーと関係部局と

の連携を強化するとともに、学校の就労支援体

制を強化するなど、一般就労率の一層の向上を

図っていきます。

少し飛んで２５６ページをお開きください。

高等学校学力向上推進事業です。

この事業は、令和３年度の大学入学者選抜実

施要項の見直しを見据え、児童生徒の学力向上

を図るため、授業改善を推進し、小・中・高等

学校を通じた一体的な指導体制を確立するため

のものです。

３０年度は、理数教育の充実を図る小中高合

同授業研究会や、総合的な学習の時間、特別活

動の充実のための協議を行うカリキュラム・マ

ネジメント推進会議、社会で求められる資質の

理解と思考力・判断力・表現力育成を図る学ぶ

力向上ゼミ及び高大接続改革の進捗に関する学

校、家庭、地域への情報発信を行う、子どもの

未来を拓く学びフォーラムの開催等に取り組み

ました。

これらの取組の結果、難関大学の合格者も事

業開始前の２１６人から２７６人と、６０人増

えています。

本事業の総合評価はＡとしており、３０年度

をもって終了しましたが、今年度から新たに学

びの接続推進事業を実施しており、スピーキン

グ力の向上を目指し、タブレットを利用したオ

ンライン型のスピーキングレッスンを普通科進

学校全校に取り入れるなど、大学入試改革を見

据え、引き続き、高等学校の授業改善に一層取

り組みます。

少し飛んで２６４ページをお開きください。

その次の２６５ページとあわせて、いじめ・不

登校対策の事業です。

これらの事業は、いじめや不登校等の生徒指

導上の諸課題を未然防止する教職員向けスキル

アップ研修や、スクールカウンセラー及びスク

ールソーシャルワーカーの配置などによる生徒

指導体制・教育相談機能の充実・強化を行い、

いじめや不登校等の未然防止、早期解決支援を

図ったものです。

３０年度はスキルアップ研修に教職員４０３

人が参加し、資質向上を図りました。また、小

中学校に不登校対策に関する専門性や生徒指導

力を持つ地域児童生徒支援コーディネーター２

２名、各学校に臨床心理士等の資格を持つスク

ールカウンセラー８６名、市町村と県立学校に

社会福祉士等の資格を持つスクールソーシャル

ワーカーを県が４２名、大分市が２６名で合わ

せて６８名配置し、組織的な教育相談活動を実

施しました。

３事業の成果を御覧ください。国の取りまと

めによる平成３０年度実績値の公表が本日の夕

刻となっていますが、県の集計では、中学校不

登校出現率が３．９１％、小学校いじめ解消率

が８４．５％となっています。

なかなか歯止めがかからない状況ですが、ス

クールカウンセラーとスクールソーシャルワー

カーの配置を拡充しながら対策を進めており、

本年度は、全ての公立学校をカバーできる体制

を整えるなど、いじめ・不登校の解消に向けた

取組の充実・強化を図っているところです。

次に２６９ページをお開きください。地域の

高校活性化支援事業です。

この事業は、地域の高校が地元住民や中学校

と連携し、生徒の学力向上や魅力・特色ある学

校づくりの取組を企画・実施することにより、
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地元に信頼され生徒に選ばれる魅力ある学校づ

くりや、地域の活力となる学校づくりを推進す

るものです。

３０年度は１６校を指定し、そのうち５校が

地域との連携による学校魅力化・特色化プロジ

ェクトとして、地元小中学生と地域創生を考え

る講座や地元特産品を使用した地域貢献などに

取り組みました。

また、１１校が地域の高校拠点化プロジェク

トとして、地域の魅力を発信する外国語版観光

案内作成や地域人材を活用した地域課題解決学

習と地域人材の育成などに取り組みました。

その結果、指定した１６校では、中学生の体

験入学者数は３，７９２人と目標を大きく上回

り、また総欠員数は、事業開始前の平成２８年

と比較し６６名減少の１３２人という成果にな

りました。

本事業の総合評価はＡとしており、３０年度

をもって終了しましたが、今後さらなる生徒数

の減少が見込まれていることから、本年度から

新たに地域の高校魅力化・特色化推進事業を実

施しており、引き続き地域と連携した魅力・特

色ある学校づくりの推進に取り組みます。

次に２７２ページをお開きください。「協

育」ネットワーク連携促進事業です。

この事業は、学校・家庭・地域が協働して子

どもを守り育てる「協育」ネットワークを基盤

として、地域住民による学校教育活動への支援、

地域の活力を支える人材の育成、家庭教育支援

の推進体制の強化を図ることにより、社会全体

の「協育」力の向上を図ったものです。

２事業内容にあるように、国の補助により直

接実施している大分市を除いて、３０年度は土

曜アクティブ交流教室を１１市町村で１３１教

室、小学生チャレンジ教室を１７市町村で１６

７教室、中学生学び応援教室を９市町村で４８

教室開催し、延べ１万１，３３７人の児童生徒

が参加しました。

また、家庭教育支援活動を１２市町村５３部

会、学校支援活動を１２市町村で６４部会開設

し、３事業の成果にあるように、延べ１０万７，

１７０人の地域住民の支援をいただくなど、取

組は着実に定着してきています。

本事業の総合評価はＡとしていますが、今後

も各事業の拡大に向け、引き続き地域人材の確

保や活動内容の充実に取り組みます。

次に２７５ページをお開きください。日本遺

産認定推進事業です。

この事業は地域の活性化を図るため、市町村

をつなぐ文化・伝統のストーリー化などを行い、

日本遺産認定を目指す取組です。

３０年度は、前年度に引き続き文化財のブラ

ッシュアップとして、国東市の文殊仙寺東古参

道など５件の文化財の整備や、日本遺産プロデ

ューサーによる講演会の開催など、広域的な情

報発信を行いました。３０年度に申請したスト

ーリー、神武東征古と今をつなぐはるかなる道

のりは、残念ながら日本遺産に認定されません

でしたが、県内では昨年度までに近世日本の教

育遺産群、やばけい遊覧、鬼が仏になった里

「くにさき」の３件が認定されました。これは、

長崎県と並んで九州で最多となっています。

本事業の総合評価はＡとし、３０年度をもっ

て終了しましたが、今後は大分県文化財保存活

用大綱の策定や、市町村による地域計画策定の

促進を通じて、文化財を活用した地域活性化に

取り組みます。

次の２７６ページをお開きください。おおい

たの歴史・文化魅力発信事業です。

この事業は、大分県の豊かな歴史や文化の魅

力を県内外に発信するため、先哲史料館や埋蔵

文化財センターで企画展を開催したものです。

３０年度は国民文化祭、全国障害者芸術・文

化祭期間中に、先哲史料館では日本の近代と大

分の先哲と題して、福澤諭吉、広瀬淡窓などを

紹介しました。また、漫画「文豪ストレイドッ

グス」とのコラボ展示も行いました。埋蔵文化

財センターでは、豊後府内に花開く雅の世界と

して、大友宗麟に関連する茶の湯の資料の紹介

などを行いました。

先哲史料館での企画展は、漫画とのコラボ展

示などにより目標を大きく上回る１万９２６人

の入館者数を達成できました。また、埋蔵文化

財センターでも４，３７７人の入館者数となり
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ました。

本事業の総合評価はＡとしていますが、今後

も県内外へ大分県の歴史や文化の魅力を発信で

きるよう、工夫を凝らした企画展を開催します。

最後に２７８ページをお開きください。チー

ム大分強化事業です。

この事業は、国体における総合順位の引上げ

や全国大会で上位入賞できる選手の強化により、

本県のスポーツ振興や競技力の向上を図ったも

のです。

３０年度は、４１団体に対して強化費などの

補助を行い、選抜選手の強化等を図ったところ

です。

昨年開催された福井国体の順位は２１位であ

り、一昨年の愛媛国体の２５位から順位を上げ

たものの、１０位台という目標にはあと一歩届

きませんでした。しかし、団体競技においては、

愛媛国体に比べ約２倍の競技得点を獲得するな

ど、強化を行った競技が着実に成果を得ること

ができたため、本事業の総合評価はＡとしてい

ます。

また、先日開催された茨城国体では、高得点

が期待された競技の中止などもあったため、天

皇杯得点は目標の１千点には至らず、９２１.

５点であり、天皇杯順位は２３位でした。

今後は、活躍が期待できる競技・種別の重点

強化や、関係団体との連携による指導者の資質

向上に取り組むとともに、安定的な競技力構築

のため、ジュニア選手の発掘・育成を行うなど

効果的、効率的に競技力向上対策を図ります。

以上で私からの説明を終わります。なお、各

課室の決算状況については、担当課室長から説

明します。

佐藤教育財務課長 まず、教育委員会所管に係

る平成３０年度歳出決算の総括表について説明

します。

お手元の平成３０年度一般会計及び特別会計

決算事業別説明書の３０７ページをお開き願い

ます。

平成３０年度歳出決算総括表ですが、教育委

員会に関係する予算の款・項は、表の左にある

ように、第１０款教育費第１項教育総務費をは

じめ、第６項大学費を除く七つの項です。

表の一番下の歳出合計で見ると、左から２列

目予算現額欄にあるとおり、予算額１，１８５

億６，０１３万２，０２９円に対して、決算額

はその右側支出済額欄のとおり、１，１６６億

６，８４７万７，９０５円となっています。

中村教育改革・企画課長 教育改革・企画課所

管分のうち、主なものを説明します。３０９ペ

ージをお開きください。

第１項教育総務費第１目教育委員会費の決算

額１，２７１万３，５００円は、教育委員５名

分の報酬や教育委員会の運営等に要した経費で

す。

続いて、その下の第２目事務局費の決算額３，

１７４万７，００１円は、文書法規事務費、広

報活動費、市町村教育行政推進支援事業費等に

要した経費です。

渡辺教育人事課長 教育人事課所管分のうち、

主なものを説明します。３１１ページをお開き

ください。

第１項教育総務費第３目教職員人事費の決算

額４億９，２０５万５，３９３円のうち、事業

別決算額４，１９８万７，５４９円小・中学校

人事管理費は、小・中学校の病気休暇取得者等

に代わる職員の派遣、訴訟に係る弁護士への委

託や賠償金に要した経費です。

次の３１２ページをお開きください。

事業別決算額欄一番上の９，１１２万１，６

６２円県立学校人事管理費は、県立学校での賃

金職員等の配置、教員採用選考試験の実施、県

立学校教職員の人事異動事務などに要した経費

です。

続いて、下から３番目の２，３５０万５，４

４５円教員業務サポートスタッフ活用事業費は、

教員の事務負担軽減を図るため、事務作業を支

援するスクールサポートスタッフ配置に要した

経費です。

佐藤教育財務課長 教育財務課所管分のうち、

主なものを説明します。３２０ページをお開き

ください。

第４項高等学校費第２目全日制高等学校管理

費の決算額３１億４，８００万３９０円のうち、
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事業別決算額欄２番目の２２億２，７３６万８，

７３６円就学支援事業費は、全日制高等学校の

授業料に充てるための就学支援金の支給等に要

した経費です。

次の３２１ページを御覧ください。

第４目教育振興費の決算額４億５，３５７万

７，６７３円のうち、事業別決算額欄の一番下

３億１，５７７万９，７７５円県立学校ⅠＣＴ

教育基盤整備事業費は、教育庁の業務用パソコ

ン及び県立学校の教育用ＩＣＴ機器の整備等に

要した経費です。

次の３２２ページをお開き願います。

第５目学校建設費の決算額４３億２５４万８，

３９０円のうち、事業別決算額欄一番上２６億

７，３８３万９，８７５円の施設整備費（県立

学校施設整備事業費）は、安全・安心で快適な

教育環境の確保を図るため、高等学校の大規模

改造工事等の実施に要した経費です。

その下の事業別決算額欄１４億８，９０９万

３，２００円施設整備費（共同実習船建造事業

費）は、平成３１年４月から香川県との共同運

航に使用するため、海洋科学高等学校の大型実

習船建造に要した経費です。

阿部福利課長 福利課所管分のうち、主なもの

を説明します。３２５ページをお開きください。

第１項教育総務費第２目事務局費の決算額６

億５３１万８，５０４円のうち、事業別決算額

欄一番上の４億６，４５５万８千円児童手当費

は、児童を養育している教職員に対し支給した

児童手当などです。

続いて、その下の第６目恩給及退職年金費の

決算額７，７４８万５，３３１円は、恩給及び

退職年金受給者１０人、扶助料受給者５４人、

合わせて６４人に支給した恩給などです。

次の３２６ページをお開きください。

第８項保健体育費第１目保健体育総務費の決

算額３，６６２万８，５４２円は、県立学校教

職員の健康診断に要した経費などです。

簑田学校安全・安心支援課長 学校安全・安心

支援課所管分のうち、主なものを説明します。

次の３２７ページを御覧ください。

第１項教育総務費第４目教育指導費の決算額

３億４，９１８万３，９４６円のうち、事業別

決算額欄の下から２番目の５８３万２，９００

円生徒指導対策費は、不登校、いじめ等の生徒

指導上の諸課題について、相談事業や関係機関

との会議などの指導体制整備に要した経費です。

次の３２８ページをお開きください。

第８項保健体育費第１目保健体育総務費の決

算額１億１，６５０万６，３３３円のうち、事

業別決算額欄上から２番目の６０１万１，７３

２円学校防災教育推進事業費は、学校における

実践的な防災教育を推進するため、学校の立地

環境など地域の実情に応じた防災教育の研究・

実践等に要した経費です。

内海義務教育課長 義務教育課所管分のうち、

主なものを説明します。次の３２９ページを御

覧ください。

第１項教育総務費第４目教育指導費の決算額

５億７，８５２万７，８１２円のうち、事業別

決算額欄、上から５番目の４６１万２３２円ア

クティブ・ラーニング美術教育推進事業費は、

多様な見方や考え方を認め合える人材、創造力

の豊かな人材を育成するため、ものの見方が広

がる小学校４年生の時期に、県立美術館で優れ

た芸術作品を主体的・対話的に鑑賞する機会を

提供することに要した経費です。

後藤特別支援教育課長 特別支援教育課所管分

のうち、主なものを説明します。次の３３０ペ

ージをお開きください。

事業別決算額欄、上から４番目の６５５万３，

６７０円特別支援教育費は、障がいのある子ど

もたち一人一人のニーズに応じた特別支援教育

を推進するため、特別支援学校に在籍する医療

的なケアが必要な児童生徒に対応する教員や看

護師の研修などに要した経費です。

久保田高校教育課長 高校教育課所管分のうち、

主なものを説明します。３３２ページをお開き

ください。

第１項教育総務費第４目教育指導費の決算額

２億４，０１８万８，２６８円のうち、事業別

決算額欄一番下の決算額１，１４２万２，９８

０円地域の未来を担う農林水産業人材育成事業

費は、未来の農林水産業を支える、経営マイン
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ドを持った力強い農林水産系高等学校生徒を育

成するため、地域の生産者や企業、大学等と連

携し、必要とされている知識や技術の定着を図

るための研修等に要した経費です。

石井社会教育課長 社会教育課所管分のうち、

主なものを説明します。３３７ページをお開き

ください。

第７項社会教育費第４目図書館費の決算額２

億６，２３８万９６２円のうち、事業別決算額

欄一番下の５，５０６万８，２８１円資料整備

費（県立図書館資料整備費）は、県立図書館の

図書購入などに要した経費です。

３０年度は新たに１万６，２４５冊を購入し、

蔵書冊数は１１９万１，７６７冊となっていま

す。

次の３３８ページをお開きください。

第６目社会教育施設費の決算額５，５３２万

２，８１９円は、香々地・九重両青少年の家の

管理運営や事業の実施などに要した経費です。

永井人権・同和教育課長 人権・同和教育課所

管分のうち、主なものを説明します。次の３３

９ページを御覧ください。

第１項教育総務費第４目教育指導費の決算額

２，６００万４，８１８円のうち、事業説明欄

中ほど上から４番目の市町村人権教育推進事業

費２４０万５，６５４円は、人権教育指導者等

の養成や講師派遣など市町村の人権教育支援に

要した経費です。

木下文化課長 文化課所管分のうち、主なもの

を説明します。３４１ページをお開きください。

第３目文化財保護費の決算額１億８，８８９

万６，３３０円のうち、事業別決算額欄上から

２番目の１億８３９万６５６円記録保存修理費

ですが、このうち事業説明欄、下から３番目の

大友氏遺跡土地公有化支援事業費３，５６９万

３千円は、大分市が実施している国史跡「大友

氏遺跡」の土地公有化事業に対して、補助を行

ったものです。

続いて事業別決算額欄一番下の２，７６７万

２，４１９円、文化財発掘受託事業費は国土交

通省や大分県土地開発公社が行う開発工事に伴

う、埋蔵文化財発掘調査に要した経費です。

加藤体育保健課長 体育保健課所管分のうち、

主なものを説明します。３４３ページをお開き

ください。

第８項保健体育費第１目保健体育総務費の決

算額４，１５９万８，３６１円のうち、事業別

決算額欄一番上の３，４４２万３，６９８円、

学校保健費は、性に関する指導、薬物乱用防止

教育の充実及び学校・家庭・地域の関係機関等

との連携強化等に要した経費です。

次の３４４ページをお開きください。

第２目体育振興費の決算額４３億４，４４５

万３，８３５円のうち、次の３４５ページにあ

る事業別決算額欄一番下の３８億９，８５１万

６，８１３円県立スポーツ施設建設事業費は、

本年４月に竣工した県立武道スポーツセンター

の本体工事等に要した経費です。

第３目体育施設費の決算額３億８，２０１万

８，０４４円は、県立体育施設の管理運営や長

寿命化改修工事に要した経費です。

元吉委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。執行部の皆さんに

申し上げます。答弁は挙手し、私から指名を受

けた後、自席で起立の上、マイクを使用し、簡

潔・明瞭に答弁願います。

事前通告が５名の委員から出されていますの

で、まず事前通告のあった委員の質疑から始め

ます。

堤委員 おはようございます。

まず、決算事業別説明書の３１２ページ、小

中学校３０人学級について。３０人学級におけ

る学習とか学校生活の態度、結構年数がたって

いるので評価が出ていると思うんですけれども、

その導入前と導入後、どのような変化が見られ

るのか。また、成果を拡充するためにも学年の

拡大等も今後検討すべきではないかと、国の動

向を見るという回答じゃなくて、県としてどの

ようにするかをお伺いします。そのように拡充

をすれば、子どもたちに学習面や生活面での影

響はどう出てくるのか教えてください。

二つ目、同じページの働き方改革。市町村教

育委員会によって、義務制ではタイムレコーダ

ーが導入されたし、長時間勤務の改善は各市町
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村教育委員会から報告等は受けているのかどう

か。例えば、大分市内の義務制学校での長時間

勤務の実態が分かれば教えてください。また、

県立学校はＩＣＴ等々パソコンで管理すると聞

いていますけども、その管理はどうか。時間短

縮に実際につながっているのかどうか。

３点目には、決算附属調書の３７ページ、地

域改善対策奨学金貸付事業。さきほど教育長か

らも措置状況報告でありましたが、約１億７０

０万円が収入未済額として残っています。生活

環境部だとかここ教育委員会でも様々な委託事

業とか推進事業等を行っていますけれども、こ

のような奨学金の返済について、同和団体等と

協議しているのかどうか。もし、していなけれ

ば、なぜしていないのかを教えてください。

委員長、最後に一つプラスして質問しますの

で。

最後に、障がい者雇用率について、現状、ど

うなっているかということを少し。ごめんなさ

い、これ通告してないんだけども、教えてくだ

さい。

内海義務教育課長 ３０人学級は、平成１６年

度から平成２０年度にかけて、小１、小２、中

１と順次導入しました。導入直後の平成２１年

と平成３０年を比べると、小学校では小１プロ

ブレムの発生率が３２．３％であったのが１８．

１％となり減少しています。中学校では、中学

校２年生を対象とし、４月に実施する県学力定

着状況調査において、国語の授業が分かると回

答した生徒は、平成２１年の７５．５％から平

成３０年は８２．８％と増加し、また数学の授

業が分かると回答した生徒も５８．４％から６

６．９％と増加しています。また、同調査では、

低学力層の割合も減少しています。

成果を拡充するため学年の拡大を検討すべき

ではないかという御意見については、３０人学

級の拡大は国の加配定数の充実が不可欠であり、

引き続き国に対して要請をしているところです。

３点目の学年の拡充による学習面や生活面で

の子どもたちへの影響をどのように考えるかに

ついては、３０人学級によるきめ細かな指導に

より、生活面での安定や学力、体力の向上など

一定の教育的効果が期待できるものと考えてい

ます。きめ細かな指導については、現在、学習

面では、小学校教科担任制や習熟度別指導の一

層の充実を図っており、生活面では、スクール

ソーシャルワーカー等の専門スタッフとも連携

し、学校組織全体で進めることができるよう支

援しているところです。

渡辺教育人事課長 私から、２点お答えします。

まず、教職員の働き方改革推進事業について

です。

小中学校の教職員の勤務時間管理については、

服務監督権者である各市町村において行うこと

とされており、一部の市町村を除き、勤務時間

を客観的に把握するため、タイムレコーダーな

どを導入して勤務時間管理を行っているところ

です。大分市については、教職員の勤務時間管

理をするため、タイムレコーダーを昨年１２月

に全小中学校に導入している状況です。実態の

詳細についてはちょっと分かりません。

それから、県立学校の教職員の勤務時間管理

については、昨年８月に全ての県立学校におい

て、教員等を対象にタイムレコーダーを、事務

職員などはパソコンの稼働状況により客観的に

把握するシステムを導入して１年が経過してい

ます。

そのような中、県立学校においては、タイム

レコーダーにより勤務時間を把握している全職

種の平均時間外勤務時間の８月実績を前年度と

比較すると、全体で約３９分減少している状況

です。今後も、タイムレコーダーなどの記録デ

ータを活用した業務改善の取組を市町村教育委

員会にも促し、連携して実効性のある働き方改

革を推進したいと考えています。

それから、障がい者雇用率について質問があ

りました。障がい者雇用率については、現在、

労働局に提出し、労働局で今精査をしていて、

今後公表する時点で確定するという状況です。

昨年、障がい者雇用率の関係で計画を出してい

ますが、拡大に向け努力したいと考えています。

なお、教員採用試験では、昨年は８人を採用

する計画を立てていましたが、今回２人合格と

なりました。今後、不足分については、教育事
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務の採用、また非常勤の採用等を行って、計画

実施に努めたいと考えています。

永井人権・同和教育課長 地域対策奨学金貸与

事業については、県内の対象地区関係者の子弟

で、高等学校等に進学する能力を持ちながら、

経済的な理由により、進学後、就学が困難な者

に対し貸与を行っているものであり、貸与自体

は平成１６年度に終了しています。本奨学金の

返済については、本人が奨学金について知らな

いケースもあり、人権に配慮して慎重に進めて

いく必要があります。また、国の要綱には、事

業の実施主体は県であると定められており、県

の責務として適正に債権回収を進めていきたい

と考えているため、運動団体とは協議していま

せん。

堤委員 義務教育をもう少し聞きますね。

確かに３０人学級にすることにより、学力と

か体力とかが良くなっている。又は、低学力層

が減っていると。これは非常にいい前進面が見

られますよね。確かにこれは国がするべきです。

基本はそこです。けれども、今は大分県独自で

先進的に小１、小２、中１をやっているわけで

すね。となれば、学年をやはり１年でも上げて

いくという姿勢は必要だと思うんですよ。国の

動向を見なくても、県としてやろうと思えばで

きないことではない。全部をやれと言うわけじ

ゃない。取りあえず１学年ずつでもやれないか

を含めて検討されているのかどうか、再度伺い

ます。

それと、働き方改革の関係なんだけれども、

これ大分市議会でちょっと問題になったんだけ

どね。大分市教育委員会では、月８０時間以上

勤務している先生がやっぱり実際にいるんです

ね。タイムカードを入れただけでも、そういう

８０時間を超えている状況が分かるわけですか

ら、それについては市教委と県教委とどう連携

しながら解決するのか。小中学校、高校も一緒

です。先生も人間ですから。そういう方々に対

してどう指導して、８０時間以下に下げていく

かという協議を今後どうするのか再度お聞かせ

ください。

それと、地域改善対策奨学金、これ私の聞き

間違いかも分からんけれども、本人が奨学金を

知らないという発言をされたんだけど、ちょっ

とこれ意味が分からない。本人が借りて、当然

本人が払う、これ当たり前のことやね。親が借

りてるかも分からないんだけども。

それともう一つは、県の責務として債権回収

をすると言っているんだけれど、実際に生活環

境部も教育委員会もいろんな委託事業をやって

いるじゃない。差別がいまだにあると言いなが

ら、委託事業をやっているわけ。そういうこと

をやりながら、こういう問題については同和団

体を全く関与させないというのは非常におかし

いと私は思うんだけれども、そこら辺を再度答

えてください。

渡辺教育人事課長 ３０人学級については、定

数に係る部分がありますので、私から２点回答

します。

３０人学級の拡大について質問がありました。

３０人学級等の拡大については、多額の財源が

必要ということで、これまでもお話をしている

ところですが、そういった中で３０人学級を拡

大し、継続して実施していくには、国の配分定

数の充実が不可欠だということで、引き続き国

に対して要望しながら、拡大について考えてい

きたいと思っています。

それから、働き方改革の関係で、大分市の状

況等も含めて、どのように市と連携していくの

かというお話がありました。

県では、タイムレコーダーの記録データを県

の教育委員会で集約して、実態把握に努めると

ともに、管理者による長時間勤務者への個別指

導、また、課題がある場合は必要に応じて校務

分掌の割り振りを行うなど、学校における働き

方改革の推進にあたって、各学校長に指導・助

言をしているところです。こういったものを踏

まえて、取組を市町村教育委員会にも伝えて、

市町村教育委員会と連携して働き方改革を進め

たいと考えています。

永井人権・同和教育課長 本人が知らないケー

スですが、これは、この奨学金を申し込む際に、

保護者がその奨学生の名前で申し込むわけです

が、この奨学金の性格上、その後の連絡先を保
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護者にしてくれということがあり、返還等につ

いては保護者が行っていると。奨学生について

は、この奨学金の性格を本人が知らないケース

があるということです。

次の質問ですが、本奨学金については個人情

報の取扱いに十分配慮する必要があることから

運動団体とは協議していません。

堤委員 ３０人学級について多額の経費という

のは、確かに全学年ですればかかるよね。１学

年、例えば小学校６年生、中学校３年生、１学

年でどれぐらいかかると考えているのかが一つ。

それと個人情報の問題で、いろいろ委託事業

でも個人情報の問題が出てくるじゃない。それ

でも委託してるやろ。何でこれだけそういう協

議をして、そういう責任を持って同和団体が取

扱いをしないのか。大学の奨学金など本人が払

っているよね、いろんな意味でね。それを今回、

本人が知らないからとか、そんなの理屈になら

んですよ。そこら辺をもっときちっと説明する

ようにして。それだけは、もう１回答弁を求め

る。

渡辺教育人事課長 ３０人学級の関係、１学年

を３０人学級にした場合にいくらかかるのかと

いう質問でした。

令和元年度５月１日現在の児童生徒数を基に

算出しますと、各学年、小学校で１学年増やす

と５億円から６億５千万円の経費がかかること

になります。中学校でも、同じく１学年増やせ

ば５億５千万円程度の人件費の増額になります。

永井人権・同和教育課長 なぜ協議をしないの

かとのことですが、奨学生や親の氏名とか住所

等を提供することになると、本人も奨学金につ

いて知らないというケースがさきほど申し上げ

たように多々あって、人権に配慮するというこ

とで慎重に進めていく必要があると考えていま

す。

守永委員 ２点お尋ねしたいと思いますが、ま

ず一つは、県立学校ブロック塀等緊急安全対策

事業についてです。決算事業別説明書の３２２

ページをはじめとして、各学校施設の関連決算

額として計上されていますが、これは大阪北部

地震を契機に、県下の学校や道路沿いのブロッ

ク塀の点検等が行われて、撤去や更新が行われ

たものだと思いますが、３２２ページの部分を

例にあげると、翌年度への繰越しが決算額の２．

３倍ほどとなっています。この傾向は、どの施

設でも同様なんですけれども、この予算の決定

から繰越しに至るまでの間で時間が足りなかっ

たというだけなのか、時間を要する課題があっ

たのか、状況を教えていただきたいと思います。

もう一つが、不登校児童・生徒図書館等活用

推進事業についてです。主要な施策の成果２６

８ページに記載されていますけれども、１３１

人の児童生徒が参加していると書かれています

が、学校数としては何校の取組となっているん

でしょうか。また、どのような成果があり、今

後広がっていく可能性があるのか、見解をお聞

かせください。

ちなみに、活動内容にある活用ハンドブック

というのは、ホームページ等で掲載されている

のかどうか教えてください。

佐藤教育財務課長 県立学校ブロック塀等緊急

安全対策事業についてお答えします。

この事業は、平成３０年第３回定例県議会で

の補正予算成立を受けて設計に着手しましたが、

学校のブロック塀は境界に設置されているもの

が多く、隣地住民や道路管理者との協議に時間

がかかり、設計に約２か月の期間を要し、１２

月に完了したところです。また、ブロック塀の

撤去及びフェンス設置に係る工事についても、

隣地住民等とのさらなる調整や全国的なフェン

ス需要の増大による資材の納入遅れなどから、

予定していた工期を延長せざるを得ない事態が

生じたことに加え、１４件の工事のうち大分、

別府、中津、日田、宇佐・高田地域の５件の工

事が入札不調となり、工事着手が遅れたことも

重なって繰越しが多くなったものです。

なお、入札不調となった大分、別府、宇佐・

高田地域は３月末に契約ができ、現在は工事が

完了しています。また、日田、中津地域は、再

入札も不調となり、日田地域は５月末に契約、

１１月中旬に完了予定。中津地域は６月中旬に

契約、１０月末に完了予定となっています。

石井社会教育課長 不登校児童生徒図書館等活
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用推進事業のうち、中ほどの２事業内容の②公

立図書館活用支援事業については、この事業は

不登校などの問題を抱え、フリースクールや教

育支援センターに通う児童生徒を対象に、県立

図書館職員や県教育センター指導主事の支援の

下、市町村の公立図書館で調べ学習や読み聞か

せ体験、司書体験などを通じて、子どもたちに

自己有用感や社会性などを育むことを目的とし

ています。

１３１名の学校数の内訳ということですが、

フリースクール、教育支援センターに通う子ど

もたちであり、学校数の内訳としては、大分市

など１２市町の小学校２３校、中学校５４校、

計７７校の生徒たちです。

成果、効果についてですが、平成３０年の追

跡調査の結果、約７３％の児童生徒が部分登校

や完全登校につながったということが報告され

ています。

本事業終了後の今年度も、１３市町の市町立

図書館において同様の取組が実施されています。

今後も、要請があれば図書館職員や教育支援セ

ンター指導主事を派遣して支援を行いたいと考

えています。

また、平成２８年度に作成した不登校対策支

援図書館活用ハンドブックは、小中高特別支援

学校や市町村教育委員会の学校教育、社会教育

担当課、市町村の教育支援センター等に配付し

ています。ホームページ等の掲載についてです

が、当初、ホームページに掲載して周知を図っ

ていましたけれども、ホームページのリニュー

アルに伴って落ちていたことから、再度ホーム

ページに掲載し、周知を図っていきたいと思い

ます。

守永委員 ブロック塀の問題については、なか

なか隣地との調整が付かないとのことで時間が

かかったということでしたが、ちなみに調整が

付くまで何も手付かずだったのか、安全対策の

観点から撤去だけは先にしたとか、そういうこ

とがあるのか。公的事業の性格からすると、協

議が進まないと撤去そのものができないことも

あったんだと思うんですが、その間の安全面で

の配慮をどうされたのか教えてください。

不登校の児童生徒の図書館活用については、

とにかく学校に近づくことが登校につながると

いう観点では、いろんなところで取組されてい

ますので、有効活用できる手法として、今後も

積極的に皆さんに周知できればと思います。

あと、フリースクールを運営している方々と

しても、児童を戻すという目的を遂行するため

の手段であれば、いろんな支援に手が出せると

思うので、そういった手法をぜひ協議で進めて

いただきたいと思っています。

ブロック塀のところだけ、再度お願いします。

佐藤教育財務課長 まず、地元住民との協議で

すが、やはり住民ときちんと協議が整うまでは

工事にかかれない。それは、もう原則ですので、

きちんと協議しました。その間の安全対策とし

ては、昨年の事故が発生してすぐに調査して、

それ以降、危険だと判断されたものについては、

ブロック塀に虎縄を張り、また立て看板を立て、

必要であればコーンを立てたりして、そこに近

づかないように周知を図ってきたところです。

元吉委員長 いいですか。（「はい」と言う者

あり）

高橋委員 私からは、２点についてお尋ねした

いと思います。

事業別説明書の３４３ページ、主要な施策の

成果でいくと２６０ページにある児童・生徒の

歯と口の健康促進事業費についてです。フッ化

物洗口を２年間実施していますが、この実施に

あたっては、教職員、それから保護者に対する

説明会を実施していると思うんですが、これが

毎回きちっと行われているのかどうか。市教委

によってはだんだん慣れてくる中で、説明会が

非常に形骸化しているところもあると聞いてい

るので、そこら辺のチェックはどうなっている

かと。

また、子どもが受ける、受けないを保護者が

判断するための材料として、フッ化物洗口のメ

リット、デメリットについて公平・公正な説明

がなされているかどうかという点について。

それから、これは確認ですが、受ける、受け

ないの判断は保護者と子どもがするということ

で良いのかどうかということ。
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もう一つは、同じく事業別説明書の３２８ペ

ージ、主要な施策の成果の２６７ページにある

子どもの命を守る学校防災強化事業費について

ですが、近年、それこそこの前来た台風第１９

号のように非常に大きな大型台風、それから集

中豪雨のような自然災害が増加しています。学

校の防災教育、火事が起これば火災についての

避難訓練、不審者が現れれば不審者に対する避

難訓練、そして地震であれば、地震の避難訓練

というように、何かあればそれに対する避難訓

練と、ずっとやってきているわけですが、こう

いう台風とか大雨に対する防災教育というのは

今どうなっているのかいう点。

また、それを踏まえて取組の課題、この先ど

うやっていくのか、取組の見通し等があれば教

えてください。

加藤体育保健課長 フッ化物洗口の実施にあた

っては、大分県歯と口腔の健康づくり推進条例

の趣旨に基づき、市町村教育委員会や学校歯科

医等と連携し、新たに導入する学校の保護者や

既に導入している学校の新入生の保護者を対象

に、参加しやすい日時を設定して、質疑応答の

時間を設けながら説明を行っています。

さきほど質問のあった、説明が形骸化してい

る例があるということですが、市町村教育委員

会等と、常に連携して説明会にあたっています。

形骸化しないように、今後も引き続き連携を図

りたいと考えています。

説明会においては、将来にわたる虫歯予防の

効果のメリットだけではなく、ほかの食べ物や

食品と同様に、万が一、誤って一度に多量に摂

取した場合は、腹痛や嘔吐などの症状が現れる

可能性などのデメリットについても、しっかり

説明しています。また、説明会に参加できない

保護者に対しても、後日、資料を配付するなど

の対応も行っています。各学校においては、説

明会の後に保護者から同意書の提出があった児

童生徒に対してのみ、フッ化物洗口を実施して

いるので、その実施の判断は保護者が行ってい

るということです。

今後も、歯磨き指導、食に関する指導、フッ

化物の活用の三本柱による虫歯予防を進めてい

くとともに、安全・安心なフッ化物洗口と小中

学校全学年の導入に向け、市町村や歯科医師、

薬剤師等と連携した取組を丁寧に行いたいと考

えています。

簔田学校安全・安心支援課長 防災教育にどう

取り組んでいるか、また今後の見通しについて

ということで、あわせてお答えします。

児童生徒が災害時に適切な意思決定や行動選

択ができるよう、実践的な防災教育を推進して

いるところです。具体的には、防災教育推進教

員である防災教育コーディネーターを中心に計

画を立て、社会科や理科、保健体育科などの教

科や特別活動などの学習を通じて防災や減災に

必要な知識を養っているところです。また、外

部の専門家の協力を得ながら、抜き打ちや、停

電などのリアルな場面を想定した実践的な防災

訓練にも取り組んでいます。

児童生徒が自ら危険を予測して回避できる能

力を身に付けられるよう、地域の災害リスクを

調べて防災マップを作成したり、台風などのい

わゆる進行型災害に有効とされる、段階を追っ

た防災行動計画を活用した授業を多くの学校で

実施するなど、主体的、体験的な学習を通じ、

より実践的な防災教育を推進します。

高橋委員 最近は余り聞かないと言いますか、

実はちょこちょこあるようですけれども。かつ

てはフッ化物洗口に関わる事故ですね、異物の

発生、混入、それからフッ化物洗口には斑状歯

の問題ですね。そういうものについて、これま

でにこういう事故も起こりました、こういうこ

ともありましたよということも含めて、メリッ

ト、デメリットを説明しているのかどうか。そ

れを１点お尋ねしたいと思います。

また、薄めると言っても、これは結局は薬で

す。したがって、薬を扱っているという意識を、

扱っている学校現場の人間、教育委員会が果た

してどの程度持っているか、そこら辺のチェッ

クはどうなっているかということをお聞きしま

す。

それから防災教育とは違うんですけれども、

管理職の家が遠いために、学校で何かあったと

きに、子どもだけがいて、管理職が間に合わな
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かったという事例があったと聞いています。子

どもだけで学校にいたと。そういう連絡、連携

というのは県教委に入っているのかどうか、二

つお願いします。

加藤体育保健課長 これまで異物混入事案とい

うのは、平成２７年に１件、そして２９年に５

件、そして本年度現在では３件発生しています。

中には、カビであるとか鉄さびであるとか、そ

ういう混入事案、若しくは糸くず等の混入事案

が発生しているという状況です。この事案につ

いては、丁寧に説明をしていくように努めてい

ますし、県として万全の対策を講じているとい

うことを説明しています。

次に、薬を扱っているという意識については、

各学校の教職員に対しても、フッ化物洗口の研

修会を深く丁寧に実施している段階です。薬を

扱っている意識については、徹底して教職員の

意識を高めたいと考えています。

簔田学校安全・安心支援課長 ２点目の災害時

に管理職が遠くて子どもだけが集まっていたと、

そういう事例を把握しているかということです

が、県教育委員会ではそういった事例は把握し

ていません。

高橋委員 フッ化物洗口については、やはり薄

めたと言っても、薬を扱っているわけですから、

私はこれは医療行為だと思っています。当然の

ことながら、医療行為は教育活動ではないので、

今後、教職員の働き方改革等を見直す中で、こ

れが本当に教育活動でないとなれば、大きな見

直しの対象になっていくのではないかと思いま

す。そこら辺も一つ御検討いただきたいと思い

ます。

また、防災教育については、教職員広域人事

の中で、学校に何かあったとき、子どもたちだ

けが残るということも当然考えられるわけで、

防災教育を進めるときは、どんなことが起こる

か、あらゆることを想定しながらやっていかな

ければいけないと思いますので、人事と防災教

育はちょっと違いますけれども、今後そういう

ところも配慮して考えていただきたいと思いま

す。これは要望です。

加藤体育保健課長 今の御指摘に対して、学校

におけるフッ化物洗口については、学校保健安

全計画に位置付け、学校における保健管理の一

環である健康診断の事後措置として実施してい

ます。したがって、各市町村と学校が連携して、

実施時間帯や方法を十分協議して今後も取組を

進めていきたい考えているところです。

元吉委員長 ４番目に通告のあった成迫委員が

遅れていますので、次の順位の委員を指名しま

す。

原田委員 私は、事業別説明書の３２３ページ

の第三次特別支援教育推進計画に関して質問し

たいと思います。

現在、盲学校、聾学校の工事が進められてい

ますけど、これ以降の事業の着工予定等がいま

だに明らかになっていないことに、関係する学

校関係者、児童生徒、保護者は不安を感じてい

ます。現在の進捗状況をお聞きするとともに、

これからの見通しを明らかにすべきではないか

と思いますので、答弁をお願いします。

またこれまで、取り分け大分市内の学校で、

児童生徒の増加に伴い様々な問題が起きている

と聞いています。具体的には、大分支援学校で

スクールバスに乗れない子がいる。また、給食

等で調理が本当に大変になっている、支障が出

ていると聞いていますが、現状と対策について

お聞きします。

後藤特別支援教育課長 それでは、第三次特別

支援教育推進計画についてお答えします。

第三次大分県特別支援教育推進計画では、現

在の聾学校の敷地内に一般就労を目指す生徒の

職業教育の充実のための本県初の高等特別支援

学校、それから喫緊の課題である大分市内の教

室不足解消のために、知的障がい特別支援学校

を新設し、また盲学校と聾学校同一敷地内に設

置する計画としています。本年度は、盲学校の

敷地内に新設する盲学校及び聾学校の共用寄宿

舎の工事に着工するとともに、聾学校の校舎、

それから高等特別支援学校の校舎の実施設計に

着手をしています。

また、安全・安心な給食を提供するための環

境整備として、中津支援学校において自校式給

食の施設整備に着手したところです。
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今後の見通しとしては、別府地区の特別支援

学校については、大分地区の再編整備の進捗状

況等を踏まえつつ、教育課程の編成に向けた準

備など、子どもたちの障がいの状態に応じた教

育の充実とか、十分な広さのある運動場や体育

館の整備等の観点から検討を進めていく予定で

す。

佐藤教育財務課長 大分支援学校におけるスク

ールバスと給食についてお答えします。

まず、スクールバスですが、大分支援学校は

スクールバスを２台保有しています。佐賀関方

面と戸次方面の２台保有していますが、佐賀関

方面は定員３８に対して希望者が３８名。戸次

方面が、定員３５に対して希望者が３９名と４

名オーバーしていました。そこで、１学期が始

まる前に学校がタクシー会社と契約して、オー

バーする４名を送迎するよう対応しています。

その後、４名の生徒が自力通学可能となったこ

とから、今のところ通学に支障はありませんが、

もし自力通学となった子どもたちの通学に困難

が生じた場合には、タクシーを活用することと

しています。

なお、スクールバスでは児童生徒の安全を確

保するために、シートベルトを締めて着席する

よう指導しているところですが、大分支援学校

のスクールバスには補助席にシートベルトが装

備されていないことから、対応を協議していま

した。その中で、座席の改装に３か月、バスの

改造――新しいシートベルトを作って、一度、

今あるバスの座席を全部外して、床を張り替え

て新しい座席を入れると、その改造に１か月と

長期間を要すること、また４名が自力通学可能

となったことから、シートベルトの装備は見送

ったところです。今後も、定員オーバーの事態

が生じる場合は、学校現場と連絡を取りながら

対策を進めます。

給食については、学校において作業手順や献

立を工夫しながら調理を行っていると聞いてい

ます。今後、支障が生じるようであれば、厨房

機器の更新等について学校と協議します。

原田委員 大分支援学校については、ぜひこれ

からも注視していただきたいと思います。

第三次特別支援教育推進計画ですけど、これ

が去年の２月に出されたときに、やっぱり一番

驚いたのは、これを令和４年、２０２２年まで

の５年間でやるんだ。今、盲学校、聾学校をや

っていますが、この後、別府支援学校の再編、

南石垣の建て替えの問題、さらには大分の知的

支援学校の新設、高等特別支援学校の新設があ

りますよね。あと３年半で、これは無理でしょ

う。いかがですか。

後藤特別支援教育課長 計画については、５年

間を案として示しているので、進捗状況に応じ

て、また変更が生じる可能性もあると受け取っ

ていただければと思っています。

原田委員 よく分かります。私が言っているの

は、５年以内にやれという意味じゃないんです

よね。やっぱり、もっと子どものことを考えな

がら、いろんなことを考えながら計画を進めて

いってほしいということで、５年間でやれとい

う意味じゃなくて。

また、もっと言えば、校舎の建て替え等があ

りますから、予算獲得がやっぱり大変だと思っ

ています。そういう意味で言うと、来年、中間

評価、中間見直しをすると明記されていました。

教育長にぜひお聞きしたいんですけど、この中

でこれからのスケジュール的なもの、今、後藤

特別支援教育課長は、大分をやった後と言った

けど、別府の子どもたちや保護者は、いつにな

るのかということをやっぱり心配しているわけ

です。もっと言うと、入学するとき、この学校

で卒業できるのかということまで考えているわ

けですよね。そういった意味で言うと、来年の

中間見直しのときに、全体的なスケジュールの

見直しも含めて、もっと具体的に明記すべきじ

ゃないかと思いますが、教育長いかがでしょう

か。

工藤教育長 いろいろと御心配をいただき、あ

りがとうございます。この５年間で、きっちり

全部やっていきますという計画を課長から説明

しましたが、できますという話をその時点でお

約束したというよりも、今の状況は一つ一つス

テップを踏みながら、きちんと整備をしていく

のが、この５年間の計画なんだと御理解いただ



- 14 -

きたいと思います。

計画が出れば、次はいつやるんだろうという

お気持ちになるのは、当然の話ですけれども、

さきほどのブロック塀の話もありましたけれど

も、今の状況を見ると、計画を立てたときから

非常な諸物価の高騰、人手不足等々があります。

これを何とかやり繰りしながら、できるだけ計

画の中でやっていけるようにと、いろいろ考え

ているので、この時点でこうやりますと決めた

からと言っても、また次の対応、計画変更とい

う状況になるかもしれません。この５年間の中

でできる枠組みはこういうものだということを

示していると御理解いただきたい。

だから、大分市で今、大変いろいろやってい

ますが、そこに一定のめどを付けてから、次は

別府をきちんとやっていくことで構えているこ

とを御理解いただきたいと思います。

元吉委員長 いいですか。（「はい」と言う者

あり）通告のあった委員の質疑は終わりました

が、通告していない委員で質疑はありませんか。

羽野委員 私から２点質問します。

まず、地域スポーツ活性化事業についてです。

主要な施策の成果２７７ページ、２事業内容の

③の中に商業施設等におけるスポーツ体験イベ

ント等の実施とあり、３０年度は３回実施され

ていますが、具体的な内容、実施場所とかスポ

ーツの種類、参加者数等、もう少し詳細な内容

説明をお願いしたいと思います。

それから、国体についてですが、さきほど教

育長から目標千点には至らなかったとの報告が

ありましたけれども、中止された競技もあり、

状況としては千点超えも可能であったと聞きま

したが、３０年度の取組成果と言えると思うん

ですが、伸びた競技の状況とか今後の課題が分

かれば教えていただきたいと思います。

加藤体育保健課長 地域スポーツ活性化推進事

業については、日常的なスポーツの場づくり等

を行うことで、県民のスポーツ実施率の向上を

図り、体力向上や健康の保持・増進につなげる

ことを目的としています。中でも、商業施設等

におけるスポーツ体験イベントについては、ス

ポーツ実施率の低い働く世代、そして子育て世

代を対象として、別府市のトキハ別府店、佐伯

市のトキハインダストリー、大分市のパークプ

レイス、この３か所で実施しました。内容につ

いては、参加者が個々の健康状態や課題を把握

して、運動の必要性を意識するために、握力、

長座体前屈、血管年齢等などの測定と、体を動

かすことの楽しさを体感し、スポーツへの意欲

を高めるためのフライングディスクや卓球、バ

レー等の軽スポーツ体験を総合型地域スポーツ

クラブ等と連携して実施しました。

各会場における参加者は、別府市が約１００

名、佐伯市が約２００名、そして大分市が約８

００名でした。参加者からは、運動の楽しさに

触れることができた等々の声が聞かれたところ

です。本年度からは、実施主体を各総合型クラ

ブとすることで、県内全域で同様の体験ができ

るように現在取り組んでいるところです。

続いて、国体についてです。

さきほど教育長が説明したとおり、昨年度の

福井国体においては２１位、９７４．５点。そ

して今回の茨城国体では、天皇杯順位第２３位、

９２１．５点です。点数的には千点には７０点

ほど届かなかったということですが、さきほど

説明があったとおり、中止となった競技があり

ました。台風の影響で非常に風が強いとのこと

で、ボート競技が中止となりました。高得点獲

得が大いに期待ができたボート競技の成年種別

でしたが、中止になり残念ながら届かなかった

ということです。

また、残念ながら活躍が期待された競技の敗

退もありましたが、逆に思わぬ、我々の予想以

上に活躍をしてくれた競技もいくつもありまし

た。そのような中で、何とか全国第２３位とい

う結果を残せたという状況です。

これまでの取組の成果については、高得点が

獲得できる団体競技の強化に重点的に取り組み、

団体競技の得点の獲得競技数、そして得点数共

に昨年度を超えている状況です。引き続き、重

点的な強化に取り組み、来年の鹿児島国体では

１千点を目指して頑張っていきたいと考えてい

るところです。

羽野委員 スポーツ人口の拡大というのは、将
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来的にも健康寿命日本一につながるものだと思

います。若い頃からいろいろスポーツをして、

年を取ってからの健康を保つ貯金にもなろうか

と思いますので、引き続き強化、継続を頑張っ

ていただきたいと思います。

大友委員 私から、通告していなくて申し訳な

いんですけれども、三つの事業について教えて

いただきたいと思います。

主要な施策の成果の２６９ページ、地域の高

校活性化支援事業についてです。

これは、私、一般質問でも触れたので、ちょ

っと確認なんですけれども、総欠員数１９８人

から１３２人に減少したということで、一定の

成果があったのかなと思っています。特に事業

の成果の中で、日田三隈高校において成果が出

たと書いていますが、この日田三隈が行った事

業を教えていただきたいのと、あと成果の要因

をどのように見ているのかを教えてください。

そして、日田三隈は今年度から確か２０人減

になっていると思うんですけれども、成果が出

ているのに定員が減ると。これ、中学の卒業生

の定員減が原因だと思うんですけれども、その

辺も踏まえて教えていただきたいと思います。

二つ目が、次の２７０ページ、部活動地域人

材活用事業についてです。

これは、外部指導者を入れているということ

で、活動名及び活動内容について、②の部分で、

研修を充実・徹底をしているということですが、

どの程度の研修を経て配置をされているのかを

お聞きします。

そしてまた、安全管理とか体罰についてのチ

ェック機能があるのか。そしてまた、指導力の

向上を研修でやっていると思うんですけれども、

指導の評価をする体制があるのかをお聞きしま

す。

そして三つ目が２７５ページ、日本遺産認定

推進事業です。

これは、三つの地域で認定をされていて九州

最多ということですけれども、文化財の整備が

大変進んでいるということです。私の地元、中

津市でも、やばけい遊覧ということで認定を受

けていますが、ちょっと効果が見えにくい部分

もあるかと思います。そこで、今後の課題の中

で、認定自治体に対する継続的支援、あと活用

とありますが、具体的にどのような支援、活用

を行っていくのかをお聞きします。

久保田高校教育課長 地域の高校活性化支援事

業についてです。

この活性化支援事業については、さきほども

申し上げましたように、１６校を採択し、各学

校でそれぞれ独自の取組を行っています。学校

の魅力化・特色化プロジェクトということで、

地域の人材を活用した問題解決型のもの、ある

いは地域の特産物等を活用した商品開発と話を

しましたが、日田三隈高校については、いろん

な学習をする総合学科の特色をいかして、それ

ぞれの学習の成果を結びつけて商品開発し、三

隈の商品を地域で販売活動をすると。販売活動

をする中で、地域と連携したいろんな取組をさ

らに広げていくことをやっていました。

また、そういった成果があったのにという話

ですが、定員について３５人学級を導入した経

緯ですけれども、これは正に今御指摘があった

ように、地域の生徒数が大きく減る中で、この

判断をしたということです。

加藤体育保健課長 それでは、外部指導者の件

についてお答えします。

まず、研修については、外部指導者を対象と

して、安全管理や体罰防止を含む指導力向上研

修を実施しています。昨年度は１回、本年度は

２回、実施をする予定です。

そういう中で、外部指導者の指導状況のチェ

ック機能及びその評価については、部活動は学

校長がリーダーシップを執り、部活動の振興に

対して学校全体で取り組むこととしています。

したがって、外部指導者の評価並びにチェック

についても、校長がリーダーシップを執って、

その状況を的確に把握し、指導すべき事項があ

れば指導していく体制としています。

木下文化課長 日本遺産の活用について質問を

いただきました。

今年度から始める大分県文化財保存活用大綱

の作成の中で、日本遺産も文化財の大切さ、保

存活用ということで、地域と連携して、まず日
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本遺産、文化財をしっかり知っていただくこと

から始めていくことを考えています。

また、来年度には日本遺産周遊ツアーを中津

あるいは玖珠の方向で計画しています。また、

日本遺産等子どもガイドということで、文化財

愛護少年団と、各地にある文化財を地域の子ど

もたちと一緒に盛り上げていくことを考えてい

て、１１月に全県下のガイドの子どもたちを集

めて、愛護少年団と一緒に文化財についての学

習と交流会を行う予定としています。

大友委員 よく分かりました。

その中で、部活動地域人材活用事業について

は、部活動はあくまで教育の一環ですので、校

長を中心にしっかりと教育として行える部活動

にしていただきたいと思っています。

そして日本遺産ですけれども、周遊ツアー等

をやっていくとのことでしたが、やはりこれか

ら先は、しっかりと各自治体の中で日本遺産に

対する取組をやっていくべきだと思っています

けれども、県下で三つ日本遺産が認定されてい

るので、県でできることは三つの日本遺産の連

携だと思っています。しっかりと文化財をブラ

ッシュアップしていく中で、大分県内の日本遺

産のつながりをしっかり持って、いろんな活用

をしていただきたいとお願いします。ありがと

うございます。

太田委員 事業別説明書の３４１ページ、文化

財保護費の中段にある特別天然記念物カモシカ

特別調査事業費ということで、この成果がちょ

っと分からないんですが、単年度事業なのか、

この調査に基づいて今年度も何か事業が行われ

ているのか、その辺りの詳しい説明をお願いし

ます。

木下文化課長 カモシカの調査についてお答え

します。

本事業は２年間の事業です。現在、特別調査

が２年間入っていて、今年度、カモシカ調査の

取りまとめの年となっています。今年度は、各

カモシカの生態の調査、あるいはカメラを設置

して、どういう生態があるのか、どういう地域

に繁殖しているのかを調査して、今年度報告書

をまとめ上げる計画になっています。

太田委員 現実に、日本カモシカが県内にいる

という結果が出たんでしょうか、それと動態調

査みたいなものが記録として取れたのでしょう

か。その辺をお伺いしたいんですが。

木下文化課長 現在、調査をまとめているとこ

ろです。調査としては、糞塊調査――糞がどれ

ぐらいあるかとか、ＤＮＡ鑑定などをして、今、

大分県、宮崎県、熊本県の３県にまたがる調査

をしているところです。詳細については、今後

の調査結果を待ちたいと思っています。最近で

は目撃されたという話もありますけれども、そ

の調査結果もしっかり見た上で報告したいと思

います。

太田委員 ２年間というのは、平成３０年度と

令和元年度の事業ということですか。それとも、

平成２９年、３０年ということなのか、その確

認をお願いします。

木下文化課長 昨年度と今年度で、今年度に調

査報告書をまとめるという計画です。

吉村委員 通告をしていませんが、よろしくお

願いします。

まず、主要な施策の成果の２６２ページの体

力アップおおいた推進事業の中の活動指標、指

導者の派遣数が２９年度は２６名、そして３０

年度は１６名と減少していますが、この減少に

ついて理由があれば教えてください。また、実

際に派遣された方が学校現場で授業をすると思

いますが、授業をする中で何か課題があれば、

ぜひお聞かせください。

次に、２６４ページ、２６５ページのいじめ

の関係についてです。これに関しては、私も簑

田学校安全・安心支援課長としっかり連携を取

って、様々丁寧に御対応をいただいています。

また、職員の方にも非常に親切に御対応いただ

いています。ありがとうございます。

その上で、まず２６４ページのいじめ・不登

校等未然防止対策事業の学校問題対応スキルア

ップ研修会について、詳しい内容を伺います。

さらに、２６５ページの、いじめ・不登校等

解決支援事業で、いじめ対策連絡協議会という

のがあると思いますが、この内容を伺います。

加藤体育保健課長 指導者の派遣数についてお
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答えします。

２６２ページ中ほどに、事業内容の①にあり

ますが、武道及びダンス授業の指導充実及び教

員の資質向上、この観点で指導者を派遣しまし

た。武道そしてダンスを専門的に指導できる地

域人材を活用した指導者の派遣です。

２９年度は７６．５％で３０年度が４７．１

％と減っているんですが、２９年度は複数の方

々にお願いして実施をしていたんですが、３０

年度は一人の方を複数地域に派遣して対応いた

だいたことにより、人数が減ったように見えて

います。学校の保健体育の教諭と地域人材の武

道及びダンスを専門的に指導ができる方とが連

携した体育の授業推進に取り組んでいて、連携

により保健体育の教諭に対しても指導力の向上

が図れました。子どもたちにも武道そしてダン

スの特性に触れる体育の授業ができたとの意見

を聞いているところです。

簔田学校安全・安心支援課長 ２点についてお

答えします。

まず、学校問題スキルアップ研修です。これ

は、毎年度約４００名の教職員を対象としてい

ます。今、全ての学校に配置している教育相談

コーディネーター、あるいは生徒主任、実務者

を対象に行っています。鳴門教育大学の先生を

お迎えして、特にいじめにおいては、いかに認

知をするかが一番大事です。深刻化、あるいは

長期化しないように、いかに学校内でどのよう

にいじめを認知していくか、学校の対応能力を

上げていくかを中心に、研修を毎年８月に実施

しています。

もう１点のいじめ対策連絡協議会です。いじ

め事案、特に重大な事案については、教育委員

会だけで完結することがなかなか難しいので、

福祉、警察、医療等の関係機関と年間３回の連

絡協議会を行っています。うち１回は、各地域

での連絡協議会ということで、いろんな情報共

有を図り、どういった相談対応をしているかな

どの情報共有を図って、いじめの防止につなげ

るということで、毎年度、年３回の協議会を行

っています。

吉村委員 まず、体力アップの指導者派遣に関

しては、非常によく分かりました。ありがとう

ございます。私も体育の教員を５年ほど務めて

いたのでよく分かるんですが、特に武道、ダン

スというのは、日頃生活をしていても、なかな

か触れ合う機会のない種目です。やはり専門的

にやられた方と、ただ免許を取る際に授業を受

けた方とでは、やはり安全性も専門性も全く違

ってくる部分があると思います。ぜひ、うまく

活用しながら進めていただければと思いますの

で、よろしくお願いします。

また、いじめについてですが、こちらもあり

がとうございます。質問したのは、先日から様

々に相談している件も含めてなんですが、学校

現場においていじめが発生した際に、当然学校

からも報告が上がってくると思いますが、その

報告は校長先生からだけ上がってくるのでしょ

うか。若しくは、現場の先生方からも報告を上

げられるような体制があるのか。校長先生の目

を必ず通るのか、通らずとも直接教育委員会に

上がってくるのか。あわせて、よろしくお願い

します。

簔田学校安全・安心支援課長 まず、報告書は、

いじめがあるとき、それと疑われる場合に報告

書が上がってきます。校長からか、教員からも

かという点ですが、一番大切なことは、校内で

組織的にいじめに対応することです。各学校で

は、いじめの有無に関わらず、情報共有のため

のいじめ対策委員会を定期的にやっています。

校内で組織共有を図り、学校としてそういう事

案があったときには、教育委員会に上がってく

ることになっています。

吉村委員 最後、要望になりますが、実は昨日、

保護者の方から電話をいただきました。様々、

当然教育委員会の方は丁寧に対応してください

まして、また、本当に保護者の御意見も重々聞

き入れてくださって、一生懸命対応してくださ

っているのは十分理解しています。

その上で、教育委員会の皆さんの指導、また

そういった要望に対して、学校現場が本当に十

分に動けているのか疑問を感じています。今回

の事案では、何としても校長先生と話がしたい

んだと、校長先生を直接出してほしいんだとい
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う要望があるにも関わらず、また教育委員会の

方がそれを伝えているにも関わらず、その学校

長は一度も出てこない。私が声をかけて、やっ

と一度出てきたという状況があって、いじめそ

のものは、警察に報告をしたことによって解決

に向かいつつあるようですが、学校に対する不

信感が非常に募っていると伺っています。組織

として対応しているのであればこそ、そういっ

た学校の中でのやり取りと申しますか、教育委

員会の皆さんが指導してくださった内容がしっ

かりと伝わるように、ぜひ工夫をして、また指

導いただければと思っていますので、よろしく

お願いします。ありがとうございます。

志村委員 主要な施策の成果１６８ページ、こ

れは商工労働部関係の事業なんですが、その中

に、おおいた学生県内就職応援事業というのが

あります。その真ん中ほどに、おおいた学生登

録制度の登録率が書いています。３０年度は７

５％に対して７９．６％、２９年度が６０．５

％と、何と２割伸びているんですね。これは、

県内就職に特化しているようですが、卒業した

学生が、やっぱり郷土愛とか、あるいは母校へ

の愛とか、後輩に対する指導とか、そういう関

係をずっと保っていくことを含めても、大変大

事な制度だと思っています。

最近、東京の大分県学生寮のＯＢを中心にＮ

ＰＯ法人を作って、学生のＵターンのためのシ

ンポジウムをしたり、大変な活躍をされていま

すが、そういう意味で２割伸びたことは大変す

ばらしいことですけれども、学校がどのように

この事業に関わっているのかをお聞きします。

それから、説明書の３２９ページですね、小

学校英語教育推進事業。これの中身についてと、

ちょっと私なりに心配していることをお尋ねし

たいんですが。

今年、文教警察委員会の県内調査で私の母校

の中学校に来たので、私も地元議員として出席

しました。習熟度別の英語の授業をやっていて、

それを見ましたけれども、生徒も先生も、習熟

度の高いコースなんですが、やっぱり我々が数

十年前に習ったアイアムアボーイの、ジャパニ

ーズイングリッシュなんですね。びっくりしま

した。我々は単語を覚えたり、単語で会話する

だけで、ちっとも通用しないものを６年間勉強

――自分が勉強しなかったこともあるでしょう

が、要は会話ができる英語、英会話ができるこ

とですね、それがやっぱりこれからの国際社会

に大事じゃないかなと思うんですが。

ここで１２８万円の予算に対して、まだ９８

万円、４分の３しか使われていませんが、今は

まだ小学校に英語専門の先生はいないはずです。

だから、これからそういう方々を入れると聞い

ていますが、小学校の先生にそれを教えること

によって、その小学校の先生が英語の発音とか

を指導することまでできるような授業をここで

やろうとしているのか。小学生が大事なときだ

と思うので、スタート時期にどういう教育をし

ているのか、お尋ねします。

久保田高校教育課長 おおいた学生登録制度に

ついてですが、県立学校においては、就職のみ

ならず、県外に進学する子どもたちがたくさん

います。この子どもたちの進学先は全国にたく

さんありますので、情報をしっかり提供してい

くことは大変重要だと認識しています。実際に

高校の現場においては、高校３年生を中心に、

この登録制度についてしっかり夏の進路説明会

等で説明しています。中身についても、どのよ

うな情報が提供されているのかをパンフレット

とともに、学校によっては実際のホームページ

等も見せて、中身を伝えています。

保護者にもこれを周知した上で、子どもたち

が県としっかりつながっていくことを推進して

います。そういったことで、大きく今登録率が

伸びています。１００％を目指して、しっかり

取り組みたいと思っています。

内海義務教育課長 小学校英語教育推進事業に

ついてです。

来年度から、小学校５・６年生において英語

が教科化されることもあり、小学校の教員に対

する研修の充実を図っています。平成２６年か

ら３０年の５年間に、中央研修に１７名を派遣

し、まず英語教育の推進リーダーを育てました。

さらに、平成２７年度から推進リーダーが中心

となって研修を行って、現在のところ小学校１
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校につき１名以上となる３５７名の推進教員を

育成しています。小学校に限らず、中学校もそ

うですが、授業については、英語によるやり取

りをしながら英語の力を育んでいく授業改善を

求めています。

志村委員 私が申し上げているのは、本当の英

語、日本語英語じゃない英語の授業ができるの

かどうかなんですよね。教員の方々だけでなく、

民間と一緒にするとか、いろんな方法があると

思うんですね。ＡＰＵもありますし、今、大分

県内にアメリカ国籍の人が約２８０名いるんで

すね。イギリスは５０名、カナダも約５０名が

大分県内にいらっしゃるわけですが、総合的な

学習の時間なども含めて、そういう民間の方と、

本当にきれいで流ちょうな英語をしゃべれる人

と関わった方が、子どもたちの中に入りやすい

んじゃないかと私は思うんです。ですから、そ

この指導の仕方をぜひ来年度から研究して、成

果が上がるようにしてほしいと思っていますが、

本物の英語を教えたいという気持ちがあるか伺

います。

内海義務教育課長 まず、各小中学校において

は、各市町村で雇用しているＡＬＴをもう少し

有効活用できるように、授業に取り込んでいけ

るように、ＡＬＴの支援も借りながら、言語活

動を構築していくような指導方法を考えていま

す。

元吉委員長 いいですか。（「はい」と言う者

あり）時間の余裕が余りないんですが、ほかに

ありますか。

〔「なし」と言う者あり〕

元吉委員長 事前通告が１名の委員外議員から

出されていますので、事前通告のあった委員外

議員の質疑を行います。

猿渡委員外議員 お疲れさまです。

まず１点目は、決算事業別説明書の３１４ペ

ージから３１５ページに教職員の給与費があり

ます。これについてです。小学校、中学校、高

校それぞれの給与費の内訳について教えていた

だきたいと思います。正規、非正規の人数、給

与の額、ボーナスや交通費、また健康保険など

の待遇の状況がどのようになっているか説明を

お願いします。

そして、会計年度任用職員制度が始まります

けれども、その導入後はどのように変わるのか、

具体的な説明をお願いしたいと思います。

二つ目は、主要な施策の成果の２５２ページ、

特別支援学校ＩＣＴ活用支援事業、あわせて事

業別説明書の３２１ページに、県立学校ＩＣＴ

教育基盤整備事業費があります。これについて

は、ＩＣＴの教育への活用はメリットもたくさ

んあると思いますし、この説明書の中にも成果

として記載されています。その点はよく理解で

きるんですけれども、メリットがある一方でデ

メリット、心配な点もあるかと思います。使い

過ぎが視力の低下や知能や言語能力の低下など

にも結びついたり、子どもたちの社会性、感受

性の低下などにも結びつく場合があるという指

摘もされています。

特に、大人よりも子どもたちへの影響が気に

なるところです。タブレット、電子機器が、今

家庭でも多く普及していますが、詳しいメカニ

ズムは分かっていないんですけれども、電磁波

ががんや小児性の白血病などのリスクを高める

ということが、ＷＨＯなどからも指摘されてい

ます。また、ゲームの依存症などになってしま

ったり、そういうことも大きな問題となってい

る中で、マイナスの影響、こういうリスクに対

してしっかり対応したり、配慮しながらの活用

が大事ではないかと思いますが、その点どのよ

うにされているのか。７月議会で、全ての高校

への電子黒板やタブレットの配置も決まったの

で、それらへの配慮の仕方などについても教え

てください。

委員長、もう一つ追加で質問したいんですけ

れども、よろしいですか。

元吉委員長 はい、いいです。

猿渡委員外議員 三つ目として、事業別説明書

の３１２ページ。さきほど質疑のあった３０人

学級の問題なんですけれども、さきほどの答弁

で、１学年３０人学級を拡大したら小学生で５

億円から６億円、中学生で５億５千万円程度と

いう説明がありました。この決算事業別説明書

の３１２ページには、小学校１年生、２年生の
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決算額として１億４，４００万円余り、中学１

年生で１億１，２００万円余りという数字にな

っています。この数字の違いについて教えてく

ださい。３１２ページに記載されているものが

全てを含んでいないという意味なのか、教えて

ください。

渡辺教育人事課長 ２点質問がありました。

まず１点目、教職員の給与費についてです。

決算事業別説明書３１４ページの内訳をお答え

します。

小学校については、４，５６６人のうち正規

職員が４，０３４人、臨時職員が５３２人とな

っています。中学校については、２，５９５人

のうち正規職員が２，２７６人、臨時職員が３

１９人。そして高等学校については、２，３４

３人のうち正規職員が２，０５５人、臨時職員

が２８８人となっています。

次に、小学校の給与費４０３億円余のうち、

正規職員については３７７億７，９６９万円、

臨時・非常勤職員については２５億４，３８６

万３千円。中学校については２３８億１，３６

２万円余のうち、正規が２２２億４，６３６万

円、臨時・非常勤が１５億６，７２６万円とな

っています。高等学校については、２２２億２，

５９９万円余のうち、正規が２０５億８，３３

３万６千円、臨時・非常勤が１６億４，２６５

万４千円となっています。内訳については以上

です。

それから、正規職員と臨時・非常勤職員のボ

ーナス、交通費等の待遇について質問がありま

した。

現行、ボーナス――期末勤勉手当については、

正規職員及び臨時職員に支給をしています。通

勤手当については、正規職員及び臨時職員に支

給をしており、また一部の非常勤職員に通勤に

係る費用弁償を支給しています。また、社会保

険、正規職員については、公立学校共済組合に

加入しており、臨時職員及び非常勤職員は社会

保険制度を適用しています。

これが、令和２年４月、会計年度任用職員制

度等の導入後にどうなるのかということですが、

会計年度任用職員については、任期が６月未満

等の者を除き期末手当を支給することになって

います。それから、全ての会計年度任用職員に

対して、通勤に係る費用弁償を支給します。そ

れから、臨時的任用職員については、正規職員

と同様に、給料及び期末勤勉手当、退職手当等

の各種手当を支給することになっています。

以上が、会計年度任用職員等の地公法改正後

の制度改正の概要です。

それから２点目、さきほど３０人学級の関係

で答弁した内容と決算事業別説明書との差とい

うことでした。

まず、小学校１年生、こちらについては既に

国が３５人学級を導入しているので、その３５

人学級を３０人学級にするための学級数の増に

なっています。小学校２年生については、国が

加配措置をして３５人学級となりますので、そ

ういったものを踏まえて計上しています。そう

いったことで、小学校３年生以降については金

額的なものが異なることになります。

佐藤教育財務課長 私から、ＩＣＴ機器の活用

に伴う健康被害等についてお答えします。

文部科学省が平成２４年に調査したところ、

ゲームなどを含め、ＩＣＴ機器使用による健康

面への影響として、視力の低下やドライアイ、

姿勢の悪化が懸念されるとの結果が出ています。

それを受けて平成２５年度に、児童生徒の健康

に留意して、ＩＣＴを活用するためのガイドブ

ックを作成して、電子黒板の文字の見やすさ、

カーテンによる映り込み防止、児童生徒の姿勢

に関する指導等に配慮することが、ガイドブッ

クの中で示されています。このような配慮事項

について、学校現場に指導しています。実際に

電子黒板を配置するため、教育財務課の職員が

学校現場に行って電子黒板をこういうふうに置

いた方がいいとか、カーテンは閉めた方がいい

ですよと指導を行っています。

また、ゲーム依存症等については、ネットト

ラブル、情報モラル事業等を通じて、児童生徒、

保護者に対して、家庭内のルールづくりをする

ようにと呼びかけています。

猿渡委員外議員 すみません、３０人学級のと

ころで、３５人学級を３０人学級にするために
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１年生はやっているというのは理解できたんで

すけれども、小学校２年生は加配でやっている。

３年生以降に広げた場合に、どうしてもちょっ

と私の能力では、この５億円、６億円という金

額と、１年生、２年生で１億４，４００万円と

いう違いが理解できなかったんですけれども。

すみません、もう１回教えてください。

渡辺教育人事課長 ３０人学級の人件費の増と

いうことで、さきほど学年ごとの追加学級数の

必要定数、人件費の増額、これは義務教育費の

国庫負担金等も含めた形での人件費の増額とい

うことで申し上げました。その部分で６億円、

５億円ということで申し上げています。

ちょっと、この１年生、２年生という部分に

ついては、申し訳ありません。さきほどの３０

人学級の追加学級、小学校３年、中学校２年等

の増学級についての部分は、４０人から３０人

に増やす際の学級数の増、こういったものをベ

ースにして、人件費がトータルでいくら増える

のかを申し上げています。

そして、こちらの決算事業別説明書の３０人

学級の編制、中学校１年の３０人学級の編制の

部分については、その増学級のうちの一部分を

事業という形で計上しているので、この部分に

ついてはまた別途説明したいと思います。申し

訳ありません。

元吉委員長 いいですか。（「はい」と言う者

あり）ほかに、委員外議員で質疑はありません

か。

〔「なし」と言う者あり〕

元吉委員長 なければ、本日の質疑等を踏まえ

て全体を通して、委員の方からほかに質疑はあ

りませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

元吉委員長 ほかに質疑もないので、これで質

疑を終わります。

それでは、これをもって教育委員会関係の審

査を終わります。

執行部の皆さんはお疲れさまでした。

これより内部協議に入りますので、委員の方

はお残りください。

〔委員外議員、教育委員会退室〕

元吉委員長 これより内部協議に入ります。

さきほどの教育委員会の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと

思いますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映

させるべき意見・要望事項等がありましたら、

お願いします。

堤委員 さきほどの少人数学級、３０人学級の

問題、財源の問題も一つあるでしょう。国の動

向を見るという答弁があったけれども、そうい

う学習、また生活態度、体力等々については、

非常に顕著に伸びているということが見受けら

れると、パーセンテージの紹介もありました。

ぜひこれは、国との協議も大事だけれども、県

として今後、そういう少人数学級の学年等、仮

に１学年でもいいから少しずつ増やしていくと

いう前向きな姿勢を、ぜひ示していただきたい

のが１点。

地域改善対策奨学金問題、これは決算の措置

状況報告のときにも指摘されましたけれども、

やはりこれについては、子ども自身が知らない

とは、これはちょっとどうなのかなという思い

があるわけです。保護者が借りて、保護者が確

かに授業料を払っているんでしょうが、しかし

高校を卒業したり大学を卒業したら、本人が基

本的に払うこともあるわけですからね。そうい

う点では非常に格差があるという思いがあるの

で、この奨学金制度については、やっぱりきち

んと対策等を講じて収入未済額を減らしていく

という姿勢を貫いていただきたいと思いますの

で、よろしくお願いします。

元吉委員長 ただいま委員からいただきました

御意見、御要望及び本日の審査における質疑を

踏まえ、審査報告書案として取りまとめたいと

思います。

詳細については、委員長に御一任いただきた

いと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

元吉委員長 それでは、そのようにいたします。

以上で教育委員会関係の審査報告書の検討を

終わります。
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暫時休憩します。

午後０時１２分休憩

午後１時１０分再開

井上（明）副委員長 休憩前に引き続き、委員

会を開きます。

これより、土木建築部関係の審査に入ります。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな

るよう要点を簡潔・明瞭にお願いします。

それでは、土木建築部長及び関係課室長の説

明を求めます。

湯地土木建築部長 まず初めに、平成２９年度

決算特別委員会審査報告書で指摘された３点に

対する措置状況について、御説明します。

お手元の平成２９年度決算特別委員会審査報

告書に対する措置状況報告書の９ページをお開

きください。まず、（２）収入未済の解消につ

いて、県営住宅使用料の収納状況です。

収入未済額の縮減を図るため、滞納の早い段

階から、きめ細かな納入指導を行うとともに、

即決和解制度を活用するなど、長期滞納の防止

に努めているところです。

続いて、お手元にお配りしている決算特別委

員会資料の１ページをお開きください。

収入未済の解消に向けて取組を行った結果、

資料の下の表、棒グラフで示している不納欠損

額を除く収入未済額は、過去一番多かった平成

１８年度の１億３，３２２万１千円から平成３

０年度には４，４１４万２千円と、金額にして

約８，９００万円、率にして６７％削減できま

した。

また、同じ表、マル印の折れ線グラフで示し

ている現年度の収納率は平成３０年度が９９．

９５％と全国３位を記録するなど、未収金の発

生防止も進めています。

今後とも、収納率の向上と収入未済額の縮減

に努めます。

次に措置状況報告書２０ページをお開きくだ

さい。（３）個別事項についての⑧港湾施設等

の適正な管理についてです。

県内には正当な権原に基づかずに係留されて

いる船舶が約５，７００隻存在し、自然災害が

発生した場合の二次被害や、他の船舶の運行等

本来の事業活動への支障などが危惧されていま

す。

こうした状況から、昨年、大分県プレジャー

ボート等の係留保管の適正化に関する条例を制

定し、本年４月から施行しています。

これまでに、不法係留船舶の数や所有者の特

定をはじめ実態把握を行ってきましたが、係留

施設などの状況は地域によって異なり、また、

地域関係者の協力や連携が必要なことから、地

区ごとに対策を進めることとしています。

先行している佐伯地区においては、国や市町

村、関係団体などで構成される協議会を設置し

て、適正な係留保管に向けた対策方針について

協議しています。

また、法律や条例に基づく規制区域などを指

定し不法係留の防止を図り、不足する係留施設

を新たに設置するとともに、船舶所有者等には

説明会を開催するなど意識啓発や制度の周知を

行っているところです。

なお、本年７月から８月にかけ、所有者不明

の船舶等を、河川法や港湾法に基づいて簡易代

執行により撤去しています。

今年度は、他の地区でも同様の取組を進めて

おり、新たに設置する係留施設の使用料につい

ても条例を整備し、確実な徴収が行えるよう準

備しているところです。今後も国や市町村と連

携して港湾施設等の適正な利用の確保に努めま

す。

次に同じ資料の２１ページをお開きください。

⑨河床掘削事業についてです。河床掘削は、洪

水対策として即効性が高いことから、重点的に

取り組んでいます。

そのため、緊急河床掘削事業費は、平成２９

年度は３億円、３０年度は４億５千万円、令和

元年度は６億５千万円と、年々増額しています。

事業箇所も２５か所から５２か所となり、事業

規模の拡大を図っています。

今後も引き続き、河川改修や河床掘削等のハ

ード対策と、防災情報の発信強化等、ソフト対

策の両面から、河川の総合的な防災対策を推進

し、災害に強い県土づくりに努めます。

以上で、措置状況についての説明を終わりま
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す。

続いて、平成３０年度土木建築部の決算につ

いて、総括的に説明します。

決算特別委員会資料の２ページをお開きくだ

さい。まず、１の一般会計予算総額及び決算額

についてです。

一般会計の予算現額ですが、総務費、農林水

産業費、商工費、土木費、災害復旧費及び公債

費を合わせて、太枠にあるとおり１，２８８億

８，４８８万５千円です。

これに対し、支出済額の合計が、一つ右で９

５５億５，３１４万４４０円です。

一番右、不用額の合計は３億１，４５０万８，

５６０円です。主なものは公共の災害関係受託

事業費や緊急砂防事業の設計の見直しによる工

事費の減などです。

一つ下の表、翌年度への繰越額ですが、下か

ら３行目の計の欄を御覧ください。

繰越明許費が９２５件で３１７億３，０２３

万６千円、事故繰越が６１件で１２億８，７０

０万円、合計が９８６件で３３０億１，７２３

万６千円となっています。

主な理由については、繰越明許費が国の補正

予算の受入れなどによるもの、事故繰越につい

ては、九州北部豪雨などの災害復旧に係る用地

取得の際に、相続関係の処理に不測の日数を要

したことなどによるものです。

その下の２の特別会計予算総額及び決算額に

ついては、後ほど関係課長から御説明します。

以上で、決算状況についての説明を終わりま

す。

続いて、平成３０年度における主要な施策の

成果について、主な事業を御説明します。

お手元の平成３０年度における主要な施策の

成果の２２４ページをお開きください。県営都

市公園施設整備事業です。

これは、公園利用者の安全性・快適性の向上

を図るため、施設整備を実施するとともに、公

園施設長寿命化計画に基づき、公園施設の計画

的な更新を行うものです。

事業の成果ですが、ハーモニーパークにおい

て長寿命化計画策定調査を実施しています。ま

た、ラグビーワールドカップに向けた総合競技

場の整備を行ったところです。

次に、２２８ページをお開きください。身近

な道改善事業です。

これは、生活道路に関する要望に対して、既

存の道路敷きを活用し、歩道や路肩を整備する

ことで歩行空間の改善を図るものです。

事業の成果ですが、３０年度の完了箇所数は

９９９か所となっています。本事業に対する要

望は依然として多いため、引き続きそのニーズ

にきめ細かに応えられるよう努めます。

２３０ページをお開きください。（公）県営

住宅整備事業です。

これは、県営住宅のバリアフリー化を図るも

ので、城南団地で１棟の建て替え工事を実施し

ています。また、津久見住宅など３０戸のバリ

アフリー改善工事を実施しました。

事業の成果ですが、バリアフリー化された住

戸の割合が、３０年度は３４.２％へ増加し、

目標を上回ることができました。

次に、２３２ページをお開きください。河川

事業です。

これは、洪水や台風等による浸水被害から人

家や公共施設を守るため、河川流量の確保、河

川環境の整備・保全を行うもので、３０年度は、

蕪谷川などで築堤や護岸の整備、井崎川などの

河床掘削及び治水ダム建設等の事業を実施しま

した。

事業の成果ですが、４４か所で浸水対策を実

施し、浸水被害の防止・軽減が図られたところ

です。

２３５ページをお開きください。（公）砂防

事業調査費です。

これは、土砂災害防止法に基づき警戒区域等

を指定し、危険性の周知、警戒避難体制の整備、

開発行為の制限などのソフト対策を推進するも

ので、３０年度は、警戒区域等の指定に必要な

基礎調査を３，９２５か所実施したところです。

事業の成果ですが、土砂災害警戒区域指定率

は６７．６％と目標を上回りました。

次に、２３７ページをお開きください。住宅

耐震化総合支援事業です。
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これは、昭和５６年以前に建てられた木造住

宅の耐震性の向上を図るため、耐震改修や耐震

診断の費用を助成する市町村へ補助するととも

に、耐震改修を検討する方から相談を受けたり、

広報･啓発活動を実施するものです。

事業の成果ですが、２９年度に耐震診断を実

施した８２戸のうち、３０年度に耐震化計画を

策定した戸数は６２戸、割合にして７５．６％

となり、目標を上回ることができました。

次に、２３９ページをお開きください。地域

の安心基盤づくりサポート事業です。

これは、土木事務所職員自ら、あるいは委託

業者が、河川、砂防、港湾施設等の軽微な修繕、

草刈りや支障木の撤去などを行うものです。ま

た、地域住民が自主的に行う県管理施設の環境

美化や防災活動に対して、必要な資機材を確保

し、その活動を促進しています。

事業の成果ですが、県民からの要請に対する

対応率は８７.６％となっています。今後とも、

県民からの多くの要請に対し早急な対応を心が

け、生活の安心感と満足度の向上を図ります。

次に、２４２ページをお開きください。建設

産業構造改善・人材育成支援事業です。

これは、建設産業の担い手の確保・育成を図

るため、建設業の就労環境改善に向けた取組へ

の支援や、ネガティブなイメージを払拭する取

組等を推進するもので、３０年度から新たに開

始した就労環境改善・情報発信支援の補助事業

には目標を大きく超える応募があったところで

す。

事業の成果ですが、６６．６％の高校生から

イメージが良くなったと回答を得ており、就職

意欲の向上等につながるものと考えています。

今後も引き続き、建設産業の就労環境の改善や

生産性向上、魅力の発信などにより、担い手の

確保・育成に努めます。

次に、２４３ページを御覧ください。港湾整

備事業です。

これは、フェリー等の船舶の大型化に対応し

た係留施設や港湾貨物を取り扱う埠頭用地等の

整備を行うもので、３０年度は、中津港など重

要港湾における道路整備や、臼杵港など地方港

湾における岸壁整備などを実施しました。

事業の成果ですが、最大係留可能隻数の割合

が３０年度で３９．９％に増加し、係留施設の

整備を着実に進めているところです。

次に、２４５ページをお開きください。（公

）道路改良事業です。

これは、広域連携を推進するため、おおいた

の道構想２０１５を基本計画として、地域高規

格道路や国道・県道の整備を進めるもので、３

０年度は、国道２１２号耶馬溪道路、国道４４

２号宗方拡幅などの事業を実施しました。

事業の成果ですが、県道竹田直入線鏡工区、

植木工区、県道大田杵築線溝井工区を供用開始

するなど、道路整備を着実に進めているところ

です。

最後に、２４７ページをお開きください。街

路事業です。

これは、都市計画道路において、道路の新設

・拡幅による渋滞対策や、自歩道の整備による

歩行者等の安全確保などを進めるもので、３０

年度は、庄の原佐野線や富士見通南立石線など

で事業を実施しました。

事業の成果ですが、山田関の江線西野口町工

区の供用開始などを着実に進めることができま

した。

以上で、主要な施策の成果についての説明を

終わります。

続いて、行政監査の結果について御説明しま

す。

お手元の平成３０年度行政監査・包括外部監

査の結果の概要１ページをお開きください。

３０年度は、２の監査テーマ及び目的にある

ように防災に必要な物資・資材等の管理をテー

マに行われ、土木建築部は改善事項が１件あり

ます。

資料の４ページをお開きください。下から２

番目、非常用電源設備及び非常用発電機につい

てです。

これは、玖珠土木事務所において、大分県業

務継続計画における非常時の電力使用量が通常

時の３０％程度の電力容量以下となるよう、あ

らかじめ使用する電気設備を選択しておく措置
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が講じられていないとの御指摘です。

この御指摘に対して、３０年度に電気設備を

選択し、大分県業務継続計画に則した措置を行

いました。

今後とも、防災に必要な物資・資材等につい

て、適正な管理に努めます。

続いて、包括外部監査の結果について御説明

します。

同じ資料の５ページをお開きください。

３０年度は、３平成３０年度テーマと監査対

象にあるように、公共インフラ施設の管理と老

朽化対策に係る財務事務の執行をテーマに行わ

れ、特に道路・港湾施設を中心に監査が実施さ

れています。土木建築部は監査の結果が２８件、

意見が１０件ありました。

監査結果のうち不備事項とされた、施設類型

ごとのアセットマネジメントに関する３件、イ

ンフラマネジメントに関する１０件、主な意見

について順に御説明します。

なお、次の６ページから監査結果が個別に記

載されており、表の一番左、番号の頭のＡにつ

いてはアセットマネジメント、Ｉについてはイ

ンフラマネジメントに関する項目です。

まず、アセットマネジメントに関する項目に

ついて御説明します。

資料の１２ページをお開きください。下から

３番目、Ａ－１９の港湾台帳の記載についてで

すが、港湾台帳に記載すべき事項が漏れている

との御指摘です。

このほかにも、港湾施設のライフサイクルコ

スト算定方法に誤りがあるなど、計３件の御指

摘があります。

これらの御指摘に対して、工事台帳や図面を

精査し、記載漏れ事項について記載を行うこと

としています。また、ライフサイクルコストに

ついては平成３０年度に再算定を行いました。

続いて、インフラマネジメントに関する項目

について御説明します。

資料の１４ページをお開きください。一番上、

Ｉ－７の再調達価額算定における数量の集計誤

りについてですが、算定の基となる延長や面積

などのデータを集計する際に誤りがあるとの御

指摘です。

このほかにも、単価の取り違えによる計算の

誤りがあるなど、再調達価額に関して計３件の

御指摘があります。

次に、同じページの上から３番目、廃棄物処

理施設の固定資産台帳への登録についてですが、

台帳登録の必要な資産が計上されていないとの

御指摘です。

このほかにも、計上する資産区分が誤ってい

るなど、固定資産台帳への計上に関して計４件

の御指摘をいただいています。

次に、同じページの下から２番目、建設仮勘

定台帳から本勘定への振替漏れについてですが、

工事完成時に建設仮勘定から本勘定へ振り替え

られていないとの御指摘です。

このほかにも、平成２８年度に新公会計が始

まった際に登録していないなど、建設仮勘定に

関して計３件の御指摘をいただいています。

これらの御指摘に対して、登録内容の修正を

行うとともに、同様の誤りがないか固定資産台

帳の確認を行っているところです。

また、複数職員でチェックするとともに、仮

勘定からの振替時期の確認を徹底するため土木

事務所に照会するなど、事務体制を整えたとこ

ろです。

御説明した不備事項に関連して、御意見をい

ただいています。資料の２３ページをお開きく

ださい。上から２番目、意見６、固定資産台帳

登録の過年度誤りの修正作業についてです。

これは、監査結果における指摘は、実務が定

着していないことによる事務の誤りで発生して

いるもので、監査対象外であった施設について

も精査し、誤りについては修正すべきとの御意

見です。

この御意見に対して、本年度に固定資産台帳

の誤りを精査し、来年度以降に再登録作業を行

うこととしています。修正作業の期間について

は、固定資産台帳を所管する県有財産経営室等

と協議を行うこととしています。

御説明した不備事項に加え、改善事項、勧奨

事項、また、頂戴したその他の御意見について

も検討・改善を行います。
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以上をもって説明を終わります。引き続き、

関係各課室長から御説明します。

渡辺土木建築企画課長 土木建築部一般会計の

歳入決算の主な事項について、御説明します。

お手元の平成３０年度決算附属調書の３ペー

ジをお開きください。

まず、歳入決算額の予算に対する増減額につ

いてです。

左の科目で一番上にある土木使用料は１，２

００万４２円の増収となっています。この主な

理由は、港湾使用料の実績が見込みを上回った

ことなどによるものです。

次に７ページをお開きください。

左の科目で一番上にある土木費国庫補助金は

１２８億９５５万８，４６５円の減収となって

います。

次に同じページの科目で一番下、災害復旧費

国庫補助金です。

表の右側、増減理由のうち、一番下にある土

木災害復旧事業費補助金は２９億８，５９６万

９，００８円の減収となっています。

次に、１４ページをお開きください。

左の科目、中ほどにある土木債は６８億７，

７００万円の減収となっています。これらの主

な理由は、事業の一部を翌年度に繰り越したこ

とによるものです。

続いて、２６ページをお開きください。

収入未済額について、御説明します。

左の科目の一番上、使用料及び手数料のうち

土木使用料は５，８６８万７，５３９円です。

主な理由は、県営住宅使用料の納入義務者の生

活困窮によるものです。

歳入決算については以上です。

次に、歳出決算について、別冊の平成３０年

度一般会計及び特別会計決算事業別説明書によ

り、各所属から御説明します。

２４５ページをお開きください。最初に、土

木建築企画課関係分について御説明します。

１番目の第８款土木費第１項土木管理費第１

目土木総務費の決算額は８億３，３３７万３，

４４０円です。

そのうち事業説明欄、上から２番目土木事務

所運営費の決算額は８，７６４万２，１７８円

です。これは、各土木事務所の嘱託職員の報酬

などに要した経費です。

同じページの中頃から下、第２目建設業指導

監督費の決算額は８，５６８万１，２５５円で

す。

主な事業は建設業育成指導費の５千万円で、

建設業者に対する公共工事請負代金債権を担保

にした融資制度の原資として金融機関に預託し

たものです。

次に、２４６ページをお開きください。

下段にある第１２款公債費の決算額は４億１，

５４６万１７円です。これは地方道路整備臨時

貸付金の償還に係る公債管理特別会計への繰出

金です。

次に、２４７ページを御覧ください。

公債管理特別会計の決算額は、４億１，５４

６万１７円で、さきほど申し上げた一般会計か

らの繰入金と同額です。

山本建設政策課長 建設政策課関係分について

御説明します。決算事業別説明書の２４８ペー

ジをお開きください。

第８款土木費、第１項土木管理費第１目土木

総務費の決算額は２億１８９万８，３２６円で

す。

上から５番目の共生のまち整備事業費ですが、

決算額は８千万円です。

これは、高齢者、障がい者など全ての県民が

行動面で障壁がなく自由に行動し、あらゆる分

野の活動に参加することができるように、歩道

等の改良、県有施設のバリアフリー化などに要

した費用です。

下から３番目の安全・安心を支えるインフラ

点検事業費ですが、決算額は２，１０３万円で

す。

これは、県民の安全・安心を支えるため、損

傷や劣化の進行が早い道路の自然の法面や河川

の堤防・樋門、港湾岸壁などのインフラ施設の

点検に要した経費です。

但馬用地対策課長 用地対策課関係分について

御説明します。決算事業別説明書の２４９ペー

ジをお開き願います。
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第８款土木費第１項土木管理費第１目土木総

務費の決算額は３２６万７，３５７円です。

一つ目の用地取得対策費ですが、決算額は９

８万８，９５７円です。これは、過年度に取得

した用地の登記事務に要した経費です。

その一つ下の収用委員報酬ですが、決算額は

２００万１千円です。これは、収用委員７名に

対する報酬です。

その一つ下の収用委員会費ですが、決算額は

２７万７，４００円です。これは、収用委員会

に係る経費です。

種蔵道路建設課長 道路建設課関係分について

御説明します。決算事業別説明書の２５０ペー

ジをお開きください。

第１項土木管理費第１目土木総務費の決算額

は１３０万円です。これは、高速自動車道建設

促進事業費で、東九州自動車道の建設促進のた

めの協議会及び期成会への負担金です。

次に第２項道路橋梁費第１目道路橋梁総務費

の決算額は９，７５７万７，７００円です。こ

れは、道路橋梁調査費で、補助事業採択に向け

た事前調査や道路台帳補正等に要した経費です。

２５１ページをお開きください。

第３目道路新設改良費の決算額は２１４億７，

３９０万４，８０３円です。これは、道路の新

設又は改良に係る経費です。例えば、上から３

番目の国直轄道路事業負担金の決算額は２５億

４，５７１万３，２４８円で、国が管理する一

般国道の改築事業等に係る負担金です。

藤崎道路保全課長 道路保全課関係分について

御説明します。決算事業別説明書の２５２ペー

ジをお開きください。

第１目道路橋梁総務費の決算額は２億８，９

１１万３，２４８円です。

次に、第２目道路維持費の決算額は２００億

２，４１７万９，１２０円です。

上から２番目の道路維持修繕費１９億３９５

万２，４５１円ですが、これは、安全で快適な

道路環境を確保するために行う街路樹の管理、

道路の清掃・草刈り等に要した経費並びに県が

管理する道路の維持及び管理用機械整備等に要

した経費です。

次に、２５４ページをお開き願います。

第３目道路新設改良費の決算額は４３億４，

７８９万２，８０３円です。

次に、第５目橋梁新設改良費の決算額は１億

２，２５５万７，３１９円です。

古庄河川課長 河川課関係分について御説明し

ます。決算事業別説明書の２５５ページをお開

きください。

第２款総務費第２項企画費第２目企画調査費

の決算額は５，２２９万２，９００円です。

次にその下、第８款土木費第３項河川海岸費

第１目河川総務費の決算額は９億１，２９８万

２，０２１円です。

次の２５６ページの上から６番目、災害復旧

調査費の決算額は２億２，４９６万８，３２０

円です。これは、国へ災害査定申請を行うため

に実施した被災箇所の調査や測量設計委託に要

した経費です。

次にその下、第２目河川改良費の決算額は１

３８億３，５９７万８，２７７円です。

次の２５７ページの下から２番目、（公）国

直轄河川事業負担金の決算額は２０億４，０２

０万９,２３１円です。これは、大分川、大野

川など国が管理している区間における河川改修

事業及びダム事業等に対する県の負担金です。

次に２６０ページをお開きください。

第１１款災害復旧費第２項土木施設災害復旧

費第１目土木災害復旧費の決算額は９８億７，

６８３万９，４７４円です。これは、平成３０

年発生災害及び平成２９年の九州北部豪雨等で

被災した公共土木施設の災害復旧事業等に要し

た経費です。

外池港湾課長 港湾課関係分について御説明し

ます。決算事業別説明書の２６１ページをお開

きください。

第２款総務費第２項企画費第６目交通対策費

の決算額は９，３８９万４，３８０円です。こ

れは、港湾施設の整備による人流・物流拠点の

強化に向けた調査検討等に要した経費です。

その下、第７款商工費第１項中小企業費第３

目通商貿易振興費の決算額は２，２６８万円で

す。
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２６２ページをお開きください。

第８款土木費第３項河川海岸費第３目海岸保

全費の決算額は５億２，３３２万２千円です。

２６３ページをお開きください。

第４項港湾費第１目港湾管理費の決算額は１

億５，９２６万２，９３４円です。これは、港

湾施設の維持管理等に要した経費です。

その下、第２目港湾建設費の決算額は１９億

１，７３３万５千円です。これは、大分港など

の整備に係る負担金などです。

次に、２６４ページをお開きください。

第３目空港建設対策費の決算額は５億４，５

１３万６，３７７円です。これは、大分空港の

整備に係る負担金などです。

次に、２６５ページをお開きください。

第１１款災害復旧費第２項土木施設災害復旧

費、第１目土木災害復旧費の決算額は１，２４

９万８，０４０円です。これは、港湾局所管の

施設の災害復旧事業に要した経費です。

次に、港湾課所管の特別会計について御説明

します。

まず、歳入決算額の予算に対する増減額など

について、平成３０年度決算附属調書により御

説明します。

決算附属調書の５２ページをお開きください。

金額欄一番下の１億５，５００万円の減収で

すが、港湾施設整備事業特別会計の県債です。

減収の主な理由は、事業の一部を元年度に繰り

越したことによるものです。

次に、収入未済額ですが、５８ページをお開

きください。

下から４番目の港湾施設整備事業特別会計の

使用料及び手数料で４８５万９，５４５円、次

の諸収入で１３万６，４５０円の未収となって

います。このうち、約１４３万円は、過年度分

であり、納入義務者の経営不振等によるもので

す。今後とも、分納計画の着実な実行の確保な

ど、徴収に努力していきます。

続いて、歳出関係について、決算事業別説明

書により御説明します。決算事業別説明書の２

６５ページをお開きください。

臨海工業地帯建設事業特別会計です。

第１款大分臨海工業地帯建設事業費第１項第

１目土地造成費の決算額は９億６５０万１，３

６０円です。これは、６号地造成及び県債の償

還金等です。

次に、２６６ページを御覧ください。

港湾施設整備事業特別会計です。

第１款第１項港湾施設整備事業費第１目港湾

施設管理費の決算額は１２億３，２１０万５，

０４９円です。これは、県債の償還金及び上屋

や野積場など港湾施設の維持管理等に要した経

費です。

第２目港湾施設建設費の決算額は５億２，３

００万円です。これは、埠頭用地の造成などに

要した経費です。

髙橋砂防課長 砂防課関係分について、御説明

します。決算事業別説明書の２６７ページをお

開きください。

第８款土木費第３項河川海岸費第５目砂防費

の決算額は１１３億３，２６３万６９４円です。

上から４番目の砂防調査費の決算額は２，７

８３万２，２２５円です。これは、次年度の補

助事業新規箇所の採択に必要な調査及び図面の

作成等に要した経費です。

次に、２６８ページを御覧ください。

上から４番目の（公）砂防施設緊急改築事業

費の決算額は１億２，４３３万５千円です。こ

れは、砂防施設の土砂災害防止機能を確保する

ため、老朽化した既存施設の改築・補強等に要

した経費です。

岡本都市・まちづくり推進課長 都市・まちづ

くり推進課関係分について御説明します。決算

事業別説明書の２７０ページをお開き願います。

第２款総務費第２項企画費第５目土地対策費

の決算額は２，９８２万３，８９８円です。こ

れは、国土利用計画法に基づく適正な土地利用

の促進や指導、地価調査等に要した経費です。

その下、第７款商工費第３項観光費第２目観

光開発費の決算額は２，２９８万２，７９２円

です。

観光開発費の一番下、魅力ある景観づくり推

進事業費の決算額は８３３万１０円です。これ

は、展望台等からの眺望を阻害する樹木の伐採
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等に要した経費です。

次の２７１ページ、第８款土木費第５項都市

計画費第１目都市計画総務費の決算額は４，４

８４万４，１４６円です。

都市計画総務費の上から４段目都市政策推進

費の決算額は８１７万４，５２０円です。これ

は、都市計画基礎調査に要した経費です。

次の２７２ページ、第３目街路事業費の決算

額は１５億３，４１３万４，９００円です。こ

れは、庄の原佐野線元町・下郡工区をはじめと

する街路整備に要した経費です。

三村公園・生活排水課長 公園・生活排水課関

係分について御説明します。

決算事業別説明書の２７４ページをお開きく

ださい。

第８款土木費第５項都市計画費第４目都市環

境整備費の決算額は１６億７，６３５万６，１

８４円です。

上から２番目の公園維持管理費の決算額は１

億３，０１９万円です。これは、大洲総合運動

公園及びハーモニーパークの管理業務を、指定

管理者へ委託した経費です。

上から３番目、大分スポーツ公園等管理運営

事業費の決算額は４億８，３７９万８，８４４

円です。これは、大分スポーツ公園及び高尾山

自然公園の管理業務を指定管理者へ委託した経

費です。

樋口建築住宅課長 建築住宅課関係分について

御説明します。決算事業別説明書の２７５ペー

ジをお開き願います。

第１項土木管理費第３目建築指導費の決算額

は６４３万６，１０１円です。

そのうち上段の建築基準法等施行事務費の決

算額は４４０万３，１０１円です。これは、建

築基準法による指導監督、許認可に関する経費

や建築審査会の開催等に要した経費です。

大野公営住宅室長 公営住宅室関係分について

御説明します。決算事業別説明書は同じく２７

５ページです。

第６項住宅費第１目住宅管理費の決算額９億

６，４７４万３，６９２円のうち、次の２７６

ページの上から３番目の県営住宅等管理対策事

業費の決算額は５億５，７４７万８，３１０円

となっています。これは、管理代行者である大

分県住宅供給公社への管理委託経費や県営住宅

の計画修繕などに要した経費です。

中園施設整備課長 施設整備課関係分について

御説明します。決算事業別説明書の２７８ペー

ジをお開きください。

第１項土木管理費第４目営繕費の決算額は３

１億８，８９２万２４６円です。

事業別には、一番上の県有建築物防災対策推

進事業費の決算額は６，４５９万３，９９５円

です。これは県有建築物の耐震補強に加え、建

築設備の防災対策強化や既存吊り天井の耐震化

を計画的に行うものです。３０年度に実施した

主な内容としては、西部保健所や北部保健所の

非常用発電機高架化、給水設備等の耐震化工事、

歴史博物館や総合体育館の吊り天井の耐震化工

事です。

井上（明）副委員長 以上で説明は終わりまし

た。

これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを使用し簡潔・明瞭に答弁願います。

事前通告が３名の委員から出されていますの

で、まず事前通告のあった委員の質疑から始め

ます。

堤委員 まず１点目、主要な施策の成果の２２

８ページ、身近な道改善事業は大変需要が多く、

昨年度も１０８か所着手しています。

しかし、予算はここ数年８億円で推移してい

ます。要望件数の多い事業として、もうそろそ

ろ予算を増額して対象件数を増やしたらどうか

と思うんですが、そういう検討はされているの

か。

また、昨年度、市町村からいろいろ要望が来

ていると思うんだけれども、全体的にどれぐら

いの要望があったのか。要望の総数が分かれば

教えてください。

２点目は、決算事業別説明書２６７ページの

砂防費に関係して、以前に質問もしたつるさき

陽光台の崖崩れ問題について、大分市や事業者



- 30 -

と協議をする、必要な対策を要請すると答弁し

ています。現状と、企業や大分市との協議はど

こまで進んでいるのか。本格的な対策はどのよ

うに検討されているのかお伺いします。

最後に２７６ページの公営住宅についてです。

今年の予算特別委員会でも平成３０年３月に出

された国交省の公営住宅管理標準条例案に関す

る質問をしました。保証人や税金滞納問題など

について、全国の状況や県内市町村の状況も勘

案しながら検討すると答弁されています。余り

日がたっていませんけれども、その後検討して

いればその検討内容について教えてください。

藤崎道路保全課長 身近な道改善事業について

お答えします。

本事業は、狭い路肩や歩行空間の改善、暴走

対策など、地域住民にとって身近な道路に関す

る課題解決に向けた事業であり、平成２１年度

に６億円でスタートし、２３年度には７億円、

２４年度に８億円とし、現在に至っています。

平成３０年度末までに９９９か所について対応

を完了しており、地域住民の要望には応えられ

ているものと考えています。

予算については、地域からの要望状況等も踏

まえ、今後ともしっかり要望していきたいと考

えています。

また、市町村からの要望ですが、資料を今か

ら見るので、後ほどでよろしいでしょうか。

（「はい」と言う者あり）

髙橋砂防課長 つるさき陽光台では３月１９日

と４月２８日に県、大分市、崖地所有者の３者

で地元自治会の代表者の方々に対して、対応方

針の説明をしています。

その中で、現地で行ったこととしては、５月

初旬に崖地所有者が、法面の小段にある排水側

溝の土砂を撤去し、雨水が法面を流れないよう

な対策を講じています。

その後、梅雨や台風などがありましたが、土

砂の流出は確認していません。

なお、大分市は５月から市道の定期的なパト

ロールを開始しているところです。

大野公営住宅室長 公営住宅関係についてお答

えします。

平成３０年３月に公営住宅管理標準条例案が

改正され、保証人を義務付ける規定や、税金の

滞納がないことを入居資格とする例示が削除さ

れ、各事業自治体の判断に委ねられることとな

りました。

現在、民法改正等に伴う条例等の見直し作業

を進めていますが、その中で他県状況の調査を

行ってみたところ、既に東京都は保証人を廃止

する条例改正を行い、鳥取県は継続を決定して

いました。

その他の都道府県については、保証人継続で

検討中のところが２７県、廃止で検討中のとこ

ろが１３県、方針未定が５県となっており、ま

だまだ全国的な情勢は明らかになっていません。

なお、県内市町村については、保証人継続で

検討しているところが大半でした。

また、税金の滞納については、現在、要件と

している２２県のうち１県のみが廃止を検討中

です。

このような状況を踏まえ、さらに慎重に検討

したいと考えています。

藤崎道路保全課長 身近な道改善事業の要望件

数ですが、昨年度は８４件です。これは市町村

からだけではなくて、ほかの自治体や地元とか、

そういったものも含めて８４件ということです。

堤委員 要望が８４件ということだけど、着手

が１０８件だったよね。昨年８４件については、

基本的に全部着手できたとしたら、残りはどう

いう感じなの。分かりにくいので、もう少し詳

しく教えてください。

それとつるさき陽光台の関係だけれども、台

風と梅雨の時期について、大きな流出がなかっ

たと言うけど、地域住民はやはり過去ずっと、

小石が落ちているとか、そういう危険な状況を

感じているわけなんですよね。

ですから、大分県と市が事業主に対して、そ

ういうときに根本的にどうするかを毎回強く要

請していかないと。排水の掃除をしただけじゃ

収まりませんから。どういう形で強く要請して

いくのかについて、再度お伺いします。

公営住宅の関係について、他県の状況につい

て説明があったけれども、確かに他県の状況も
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必要でしょう。しかし、国交省の案というのは、

保証人の問題も税金の問題も、現状から考えて、

ある意味では先進的な案として出しているわけ

ですよ。

ですから、他県の状況も大事だけども、保証

人の問題も税金の滞納も例示しない案が示され

ているわけですから。ぜひこれはそういう立場

でやっていただきたい。そういう立場でやるか

どうかというのを再度お伺いします。

藤崎道路保全課長 要望数と着手数と若干開き

があるのは、前年度から要望があったものの中

に当該年度に着手したものがあるためです。

髙橋砂防課長 地元との協議の件ですけれども、

４月２６日に地元に説明した際、地元からは業

者の対策を見て、梅雨の様子を見て、それから

検討すると聞いています。

まず、我々としては地元がどう考えているか

をしっかり注視していきたいと思います。

県としても、台風が過ぎた後、１０月になっ

て地元に状況の確認等を行っています。これか

らも雨などの様子を見ながら、注視していきた

いと思います。

大野公営住宅室長 条例改正については、もち

ろん国の標準条例案の改正等も踏まえて、全国

状況、市町村等の意向とか、あらゆることを検

討して、十分慎重に、何が最適な制度かを検討

していきたいと考えています。

堤委員 崖崩れの問題については、地域住民が

その後の状況を見てまた対応を検討するとなっ

てますから、ぜひそういうときには積極的に大

分市を含めて協議に乗るようにしてください。

これはちょっと要望しておきますね。

公営住宅は、さきほど私が言ったような立場

で、ぜひ臨んでいただきたいと思っています。

保証人や税金の問題は借りる方にとってみれば

非常にネックになっているわけですから、そう

いう点はぜひ県として積極的な立場を取るよう

に、強く要望しておきたいと思います。

守永委員 道路の維持管理についてお尋ねしま

す。決算事業別説明書２５２ページの道路維持

費の中にある道路維持修繕費が、県道の草刈り

をはじめとする維持管理に要する経費だと思っ

ています。

道路の維持管理については、最近でもやはり

草が茂って見苦しくなっているような状況を見

かけます。ラグビーワールドカップに向けて、

間際であちこちで草刈りをしており、タイミン

グを見計らってそのような作業時期になったの

かなと感じています。

この道路の維持管理については、実施業者と

どのような契約を結ぶのか教えていただきたい

と思います。

多分、何月何日までに草刈りを完了すること

といった業務内容で契約していると思うんです

が、その状況を教えてください。

藤崎道路保全課長 道路維持管理業務について

は、草刈りや、災害に伴う突発的な崩土除去等

の業務に対応するために、おおむね１０月から

翌年の９月までの長期継続契約を毎年結んでい

ます。

その契約の中で草刈りについては、路線に応

じて１回ないし２回としており、１回の箇所は

おおむねお盆前までに、２回の箇所はお盆前ま

でと秋頃までという内容の当初契約を業者と交

わしています。

守永委員 分かりました。ということは長期継

続契約の中で、おおむねの目安として、この時

期までにはきれいにしようよという時期を示し

ながら、適切な時期を業者が判断していると思

うんですが、美観を損ねずにきれいな状態を維

持するという概念で、１回ないし２回ではなく

て、もっとフレキシブルに対応できるような内

容の契約は無理なのか。

そういった場合に、どういう金額での契約が

締結できるのか、どのくらい事業費が膨らむか

分かりませんけれども、特に観光客がいつ大分

を訪ねてもきれいなところだと思っていただけ

るには、日常的にどう維持管理できるかが大事

だと思います。

以前直営で管理したときは、汚くなっている

からあそこを集中的にやろうとか、そういう話

をしながら常に維持をしていたと思うんですけ

ども、よりそれに近づけるような形での契約は

難しいんでしょうか。
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藤崎道路保全課長 基本的に草刈りについては、

道路利用者が安全に通行できるように行ってい

ますが、当然、今年度やっているラグビーワー

ルドカップもありますし、昨年は国民文化祭も

ありました。

こういった大規模イベントの際には、おもて

なしの観点からも草刈りの回数を増やして対応

していきます。また、今では法面をコンクリー

トで覆うなどの防草対策も進めながら、コスト

縮減や、省力化にも努めています。

守永委員 どういう業者と委託契約を結ぶこと

が、よりきれいな状況を維持できるのかという

のはぜひ御検討をお願いしたいと思います。今、

それぞれの市町村は維持管理を工夫されている

と思うんですけども、高所作業車などを市町村

が導入する際に補助してもらえないだろうかと

いう要望を聞いたりします。そういったことは

検討できないのか回答いただきたい。

また、単価としてはかなり低くなりますけど

も、地域の方々に協力していただいて草刈りを

してもらうような状況もありますけども、木を

伐採したときに処分に苦労することもあります。

そういった作業に協力してくださる住民の皆さ

んを、何かバックアップできるような工夫がで

きれば、県民の皆さんと一緒に道路をきれいに

維持管理していくことが可能になるのではと思

うんですが、何か検討できるところはあります

か。

藤崎道路保全課長 市町村が高所作業車等を購

入する際に補助をということですが、現状では

やはり管理者でやっていただきたいということ

が原則ですので、そういったものはありません。

それと、地域の方々が草刈りをした後の処理、

処分についてですけども、土木事務所で行って

いますので、そういったことがあれば、各土木

事務所に御相談いただければと思います。

森委員 事前通告は２件ですが、１件追加した

いんですが、委員長よろしいですか。

井上（明）副委員長 はい。

森委員 まず、堤委員と守永委員と同じ部分も

あるんですが、主要な施策の成果の２２８ペー

ジ、身近な道改善事業です。これまでの経過、

また予算の推移等はさきほど分かりましたので、

その件は結構です。

予算が８億円で、決算も８億円ということで、

やっぱり皆さんが利用したい、それだけのニー

ズがある事業だと思います。ちなみに、今資材

価格とか労務単価が高騰している中で、２４年

から８億円のまま上がっていないというのは、

十分にそのニーズに応えられているかという疑

問もあります。さきほど予算要望等していくと

いう御回答がありましたけども、財政に今後毎

年しっかり要望等していくのかをもう一度お聞

かせください。

続いて、主要な施策の成果２３４ページ及び

決算事業別説明書の２６８ページから２６９ペ

ージの砂防費に関してです。２年５か月前の５

月１６日に綿田地区で地すべり災害が始まりま

した。あれから今２年半たちますが、これまで

の地すべり対策事業に関する累計の事業費、実

績及び現在の状況について教えていただきたい

と思います。

最後に、事業別説明書の２４８ページ地域協

働型土木行政推進事業費１６０万４，６６６円

の決算に関してです。土木事業の施工には地域

の理解が不可欠ですし、この事業もそういった

部分で重要かなと私は考えているんですが、事

業の内容、１２土木事務所ある中で予算が１６

０万円で十分なのかどうか、その辺に関して伺

います。

藤崎道路保全課長 身近な道改善事業について

お答えします。基本的に市町村、地域から要望

があり、その件数と対策内容について、例えば、

簡易なもので済むのか、歩道設置のような規模

の大きなものになるのか、それは要望の中身に

よって、予算が変わってくると思います。

そういった要望の内容をしっかり踏まえ、今

後とも予算要望をしっかりやっていきたいと思

っています。

髙橋砂防課長 綿田地区については、地すべり

の対策として、地下水を抜く集水井工１０基と、

地すべりの動きを抑える鋼管杭工１５３本の計

画を立てています。

このうち、平成２９年１０月より集水井工１
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０基と、鋼管杭工９３本に着手して、平成３１

年３月までに緊急的な対策を完了させたところ

です。

その結果、地すべりの動きは見られなくなり

ました。残る鋼管杭６０本のうち、平成３１年

３月より２２本を現在施工しています。令和２

年度は残りの３８本を施工し、地すべりの対策

の完成を目指しているところです。

なお、令和元年度までの事業費は、約１７億

９千万円で、残り令和２年度は約４億４千万円

の見込みとなっています。

また、地すべりで被災した平井川の砂防施設

については、現在復旧作業を行っており、今年

度中に完成させる予定です。

山本建設政策課長 地域協同型土木行政推進事

業費についてお答えします。

本事業では、土木未来チャレンジ事業と、土

木未来教室という二つの事業を行っています。

土木未来チャレンジ事業は、事業構想段階での

県民ニーズを詳細に把握するための意見交換会

や道路河川の愛護精神の向上を目的とした清掃

活動、社会資本整備に対する住民の理解を得る

ための現場説明会などを行っています。

また、土木未来教室は、小中学生を対象にし

て、土木建築のすばらしさを感じて、今後の地

域づくりについて関心を持ってもらうための現

場見学会や出前講座などを行っています。

平成３０年度は３６事業を実施しており、そ

の内訳は土木未来チャレンジ事業として玉田川

の清掃活動など２２件、土木未来教室は緒方小

学校の出前講座等１４件を実施しています。

予算については、十分とは言えない状況です

けども、今後とも地域の声を十分に聞いて、必

要な予算確保に努めていきたいと考えています。

森委員 身近な道改善事業について、予算の増

額要望をしているのかもう一度確認したいと思

います。

それと、砂防事業に関して、初動対応から今

年の３月までの間の記録を、豊後大野土木事務

所と砂防課が丁寧に冊子にしました。これは今

後非常に貴重な資料になってくるかと思います。

５０年前同じ綿田地区で地すべりが起きたと

きの資料が土木に残っていて非常に参考になっ

た。地すべりは生き物である、まず古い資料か

ら確認するようにというのが、砂防に関わる方

々の合い言葉ということも聞いていました。こ

の災害史がまた今後の砂防、又は地すべり事業

にいかされることを切に願っており、また、綿

田地区に関しては一応収束はしていますけども、

今後も監視をお願いしたいと思っています。

最後に、今、土木未来事業等のお話がありま

したが、地域の理解なしには土木事業というの

はスムーズに進んでいかないと思いますし、そ

の地域の住民の皆さんとの対話というのは非常

に大切だと考えます。

そういう中で、豊後大野土木に関しては、ケ

ーブルテレビでの放送枠を年間４回ぐらい持っ

ていて、市民の皆さんに土木事業、防災事業、

また河川環境整備事業などを広報されています。

他の土木事務所等でもしていると思います。豊

後大野土木を見ると、平成３０年度の事業内容

を紹介していたり、そういった情報発信も非常

に重要であると思います。

そういったツールも使いながら、あわせて住

民の方に情報がしっかり届くように、さきほど

の事業を十分活用して、住民に土木事業につい

てもっと身近に理解していただけるよう、各土

木事務所、また、企画課も力を入れていただけ

ればと思います。

藤崎道路保全課長 現在、地域の要望をヒアリ

ングしている最中ですので、今後それが整った

段階でよく精査して、しっかり要望していきた

いと思っています。

井上（明）副委員長 ほかに、事前通告されて

いない委員で質疑はありませんか。

木付委員 河川事業についてお伺いします。浸

水防止のために、いろいろな施策を行っていま

す。そしてまた、防災・減災、国土強靱化のた

めの３か年計画も始まったところです。

台風第１９号の被害を見ていると、多くの河

川の築堤が決壊、特に、国交省管轄の大河川の

築堤が決壊したということです。いずれ、検証

委員会ができて原因が究明されるんでしょう。

もう吉田川と阿武隈川は検証委員会が発足した
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ということも聞いています。結局は計画流量を

オーバーしたことで決壊したんじゃないかと思

います。

これは大分県でも当てはまる可能性が十分あ

るわけで、今年度は雨量の統計を見直そうとし

ています。そしてまた、パッケージ事業で、事

前に予算を積んで、すぐ執行ができるようにし

ようというものもあります。

こういうことを踏まえて、また、昨年度の事

業の経過、成果を踏まえて、来年度以降、どう

いう方針で河川整備をやっていくのか。今まで

の河川整備でいいのか、方向性についてお伺い

します。

古庄河川課長 台風第１９号により史上最多の

１３都府県で大雨特別警報が発令されるなど、

非常に大きな被害が発生しており、まだ被害状

況も調査している状況です。さきほど、委員が

おっしゃった近年の降雨実績を反映させた総合

治水対策プランを策定し、洪水・氾濫防止のた

めに必要な河川改修やダム、調整池の整備など

のハード対策を検証しています。

引き続き、ハード対策で事前防災となる玉来

ダムの早期完成、平成２９年の九州北部豪雨、

台風第１８号の改良復旧事業をとにかく先行さ

せて実施します。

あわせて、なかなかハード対策だけでは対応

が厳しい状況になっていますので、引き続き水

位計や河川監視カメラ、それから避難行動を促

すハザードマップの支援などソフト対策の充実

も進めていきます。

あわせて、今後また検証結果が出てくれば、

それも踏まえて対応していきます。

木付委員 今、ハザードマップのお話が出まし

たが、浸水域と浸水深がハザードマップどおり

だったという結果も出ているようですので、そ

の辺も防災当局等々と連携しながらやっていた

だきたいと思うのと、ハードもですね、本当に

今までの計画ではちょっと足りないダムもある

かもしれませんので、その辺もよろしくお願い

します。これは要望です。

戸高委員 主要な施策の成果の２２６ページの

生活排水処理施設整備推進事業ですけども、３

０年度の数字はまだ出ていなかったと思います。

９月に公表になっています。もう数字が確定し

ていると思うので、その実績値と達成率を示し

ていただきたい。

また、それを受けて今回の評価をどう見るか。

今回、２９年度の伸び率０．９ということで評

価していますけど、恐らく同じように１％台で

の伸びだったと思っていますので、その評価も

いただければと思います。

それと９月の集計でまだ５０％台の市町村が

どれぐらいあるのかも一覧で出ていると思いま

す。そこに対して県はどう取り組んでいくのか

を聞かせていただきたい。

あと、その意識向上の普及啓発というのが土

木の公園生活排水課の事業として必要なのか。

生活排水に限ってやっている話ではありません

が、生活環境部の環境教育とか水環境の取組と

いうことでも普及啓発の取組をしています。生

活排水の必要性とかそういったことは大事だと

思うんですが、取組の効果を聞かせていただけ

ればと思います。

三村公園生活・排水課長 生活排水処理率に関

してお答えします。

平成３０年度末の生活排水処理率は７６．９

％となっています。この数字をいかに向上させ

るかということです。

いろんな取組をしており、まず一つ、公共下

水道は、なかなか整備が進まないところ、家が

余りないなど公共下水とするのに多くの予算が

かかるところは、思い切って公共下水道区域か

ら外して、合併処理のエリアにすることによっ

て、下水道区域の見直しを行い、合併処理の補

助を受けられるような取組をやっています。

加えて、合併処理に関しても、令和元年度か

ら宅内の配管まで補助が出るようになりました。

設置補助から撤去補助、宅内配管もできます。

約６割の補助という非常に高率な補助になり、

より合併処理への転換も進むと思っています。

また、私ども８月に１８市町村を全部回り、

首長に会えるところは全て会い、一緒になって

処理率を上げましょうと働きかけました。補助

制度は国・県・市町村がセットなものですから、
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補助制度のない市町村に対して、ぜひとも補助

制度を創設してくださいとお願いしたところで

す。

一般的な啓発の問題ですが、いろんな市町村

のふるさと祭りに行き、合併処理の費用や補助

について市町村と一緒に周知しています。

また、学校に行き、生活排水処理の大切さを

学ぶ教室もかなりやっており、子どもから地区

の皆さま方へ啓発も含めて、今取り組んでいま

す。

いずれにしても、市町村事業だからと言って

県は手を出さないんじゃなくて、市町村と一緒

になってしっかり取り組んで、生活排水処理率

を上げていきたいと考えています。

戸高委員 全国順位も４４位ぐらいですかね。

余り全国順位は言わない方が良かった。すみま

せん。

それと同じような中山間地が多い市町村、そ

れぞれの担当者の意識啓発が必要だと思います。

全ての市町村を回ってＰＲをしていただき大変

ありがたいと思っています。この生活排水処理

をどうするかという協議も、全ての市町村がぜ

ひ一堂に会して、姫島とか１００％になってい

ますけど、それも含めて協議していく場を持っ

ていただければと思っていますので、よろしく

お願いします。

どのぐらいの補助があるなどのＰＲもあると

いうことでよく分かりました。今後ともよろし

くお願いします。

羽野委員 道路の維持管理についてですけれど

も、私の場合は集落と言うか、地域の団体が河

川、道路等の草刈りを行って、制度上平米当た

りいくらという形で補助を受け取るシステムに

なっているんですが、周辺部のその団体が、高

齢化してきたことに伴って、同じ作業をするに

もかなり苦労するようになりました。

あわせて、特に周辺部では集落の人口も減っ

たということで、作業の開始から終わりまでの

作業時間が、同じ距離を作業するにしても時間

がかかるようになってきて、この平米当たりい

くらという単価がもう見合わないという感覚に

なってきている現状があります。

あとは、河川については足場も悪く、チェー

ンソーを使うにしても石があったりして、刃を

傷めるとか経費がかかるような状況も多々出て

きています。地域のボランティアと言うか、そ

の団体の現状をどのように認識しているかとい

うことが１点と、来年度に向けて、単価の引上

げは考えられないのか。この点について考えを

お聞きします。

藤崎道路保全課長 今、委員がおっしゃったよ

うに、ボランティアでやっていただいている地

域の方々が高齢化してきているということで、

それはもう今、かなりの声を聞いています。

現状では、クリーンロードという制度があり

ます。それは、機材等に関する燃料代などの補

助という形になっており、人件費等は入ってい

ません。時間等がかかるということであれば、

地域の方々と土木事務所とでよく相談をしてい

ただければと思います。

さきほども言いましたけれども、草刈りの後

の処理等については、土木で処理していますの

で、相談していただければと思っています。

羽野委員 そんな大幅に引上げというわけでは

なく、例えば平米当たり７円とか８円とか、希

望としてはそのレベルの話だと思います。

逆に、そこがじゃあもうやめたということに

なれば、業者に頼んで同じように維持していく

費用に比べれば破格の予算ではないかと思うわ

けなんですけども、どうなんでしょうか。

古庄河川課長 河川関係についてお答えします。

まず今、河川も平米当たり８円でお支払いし

ているんですが、この費用は、鎌、軍手等消耗

品相当額の支援、それから傷害賠償責任保険の

費用見合いでお願いしています。基本的には河

川、海岸の美化意識向上を図るために、地元の

方にいろいろお願いしている状況です。委員が

おっしゃったとおり、高齢化等でいろいろでき

ない地区もあります。

そういう地区もありますので、河川の愛護団

体とか企業等にもお願いして、何とか草刈りを

している状況です。

羽野委員 鎌をチェーンソーに換えていただき

たいと思います。
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井上（明）副委員長 ほかに、事前通告されて

いない委員で質疑はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

井上（明）副委員長 事前通告が１名の委員外

議員から出されていますので、事前通告のあっ

た委員外議員の質疑を行います。

猿渡委員外議員 委員長、１点について通告を

していますけれども、もう１点追加で質問させ

ていただきたいと思います。

井上（明）副委員長 どうぞ。

猿渡委員外議員 主要な施策の成果２４６ペー

ジ、道路改良事業についてです。まず、３０年

度の事業で別府市に関する主なものはどういう

ものがあるんでしょうか。

あわせて、県道鉄輪亀川線ですけれども、別

府医療センターに向かう救急車が亀川の新川踏

切で足止めをされて、１分、１秒を争う救急車

の搬送で困る場面が出ています。改善を求める

声が随分以前からあがっており、高架化などを

検討できないかと思うんですけれどもどうでし

ょうか。

もう１点、主要な施策の成果の２４２ページ

建設産業構造改善・人材育成支援事業について、

さきほどの説明の中で、高校生向けの現場体験

学習会の実施によってイメージアップが図れた、

建設業のイメージが良くなったという生徒が６

６．６％いたという説明がありました。

今、例えば、福祉部門だとか各方面で人材の

確保に苦労していると思います。この事業が具

体的にどういう形で行われたのか、その取組の

内容についてもう少し具体的に教えていただけ

ればと思います。

藤崎道路保全課長 ３０年度に実施した別府市

内の（単）道路改良事業についてお答えします。

主な事業として、東山庄内線の城島工区、別

府山香線の野田工区などを実施しています。

岡本都市・まちづくり推進課長 御指摘の箇所

については、都市計画道路南立石亀川線として

鉄道をまたぐ高架形状で昭和４７年に都市計画

決定されています。

当箇所については、五差路交差点の直近に踏

切があり、多くの課題があると認識しています

が、まずは現道対策として、老朽化した暗渠の

補修工事を行っています。

また、当路線については、新別府病院から朝

日小学校までの延長１．３キロメートルの区間

を昨年度、街路事業として事業化しており、当

面はその事業進捗に努めていきたいと考えてい

ます。

渡辺土木建築企画課長 高校生向けの現場体験

学習会のお尋ねについて、昨年度は、県立の建

設系学科を持つ四つの工業系高校において実施

しました。例えば、別府で開業したインターコ

ンチネンタルホテルや武道スポーツセンター、

高規格道路の中津日田道路、玉来ダムなどの現

場を見ていただきました。

その中で、参加した生徒に現場の仕事内容等

を見ていただき、こういう現場もやっています

からどうでしょうかというアンケートを取り、

その結果、イメージが良くなったという生徒が

６６．６％いたということです。

猿渡委員外議員 高校生の体験学習、かっこい

いな、こんな仕事に携われたらいいなと憧れを

持つんだろうと思いました。いろんな分野でそ

ういう取組から学べたらと思いました。

さきほど説明があった朝日小学校付近も長年

の課題で、そこに着手していただくのは大変あ

りがたいと思います。ただ、新川踏切はやはり

救急車が１分１秒を争って病院に向かっている

ときに、信号だったら通過できるけれども、踏

切はどうしても待たないといけないということ

で、やきもきするわけですね。

ですから、今後に向けて、なかなか難しい箇

所であると思うんですけれども、長年の懸案で

あり、長年要望が出ていますので、ぜひ改善が

できるように、今後に向けて検討をしていただ

くことができないでしょうか。もう一度お願い

します。

岡本都市・まちづくり推進課長 さきほど御説

明した昭和４７年に決定した現在の都市計画、

立体交差について、過去土木事務所でも検討を

進めたこともありますけれども、国道１０号の

橋梁を直近で鋭角に接続すること、鉄道部での

建築限界の問題、歩行者の動線、あと構造的な
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課題がもろもろ多く、かつ事業費も多大になる

と予想されています。

このため、立体交差以外に考えられる対策と

して、例えば、ルートの再検討、例えば、国道

１０号と平行し日豊本線よりも医療センター側

にある都市計画道路、山田関の江線の整備など

も考えられますので、今後そういったところも

含めて検討を進めていきます。

まずは、事業中箇所の事業推進に努めていき

ます。

井上（明）副委員長 ほかに委員外議員で、質

疑はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

それでは、本日の質疑等を踏まえ、全体を通

して、委員の方からほかに何か質疑はありませ

んか。

〔「なし」と言う者あり〕

井上（明）副委員長 ほかにないようですので、

これで質疑を終了します。

それでは、これをもって土木建築部関係の審

査を終わります。執行部はお疲れさまでした。

これより内部協議に入りますので、委員の方

はお残りください。

〔土木建築部、委員外議員退室〕

井上（明）副委員長 これより、内部協議に入

ります。

さきほどの土木建築部の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと

思いますが、特に、指摘事項や来年度予算へ反

映させるべき意見・要望事項等がありましたら

お願いします。

堤委員 さきほどの身近な道改善事業は、それ

ぞれ委員から質問等も出ましたけれども、要望

がかなり多いんですよね。多分セーブしている

ところもあると思うんですよ、順番待ちという

のもありますからね。そういう点でやはり、８

億円が続いているという状況であれば、担当課

も頑張って増額等要請すると言うんだけれども、

我々としてもその身近な道改善事業に対する予

算増額がされるように要望できればと思ってい

ますので、よろしくお願いします。

井上（明）副委員長 ただいま委員からいただ

いた御意見、御要望及び本日の審査における質

疑を踏まえ、審査報告書案として取りまとめた

いと思います。

詳細については委員長に御一任いただきたい

と思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

井上（明）副委員長 それでは、そのようにし

ます。

以上で土木建築部関係の審査報告書の検討を

終わります。

ここで、執行部が入室しますので、しばらく

お待ちください。

〔警察本部、委員外議員入室〕

井上（明）副委員長 これより、警察本部関係

の審査を行います。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな

るよう要点を簡潔・明瞭にお願いします。

それでは、警察本部長及び関係課長の説明を

求めます。

石川警察本部長 それでは、平成３０年度にお

ける主要な施策の成果及び平成３０年度行政監

査・包括外部監査の結果の概要について説明し

ます。

まずは、お手元の冊子、平成３０年度におけ

る主要な施策の成果の２７９ページをお開きく

ださい。

警察本部では、大分県長期総合計画「安心・

活力・発展プラン２０１５」の施策のうち、犯

罪に強い地域社会の確立及び人に優しい安全で

安心な交通社会の実現を達成するため、各種事

業を推進しており、本日は主な四つの事業につ

いて説明します。

一つ目は、地域防犯力強化育成事業です。

この事業の主な取組は、２事業内容に記載の

二つです。事業の一つ目は、非行防止等の専門

知識を有する嘱託職員――これらは警察官のＯ

Ｂですが、この嘱託職員を配置し、学校に対す

る支援・助言活動を行うスクールサポーターの
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配置。二つ目は、まもめーる・まもめーるアプ

リ配信による防犯情報の提供です。

平成３０年度の決算額は２，０４３万１千円

です。活動指標の評価は、いずれも目標を達成

し、ａ評価となっています。

事業の成果については、３の右の欄のとおり、

活動指標であるスクールサポーターによる定期

的な学校訪問における情報交換、助言活動等に

より、刑法犯少年の検挙・補導数は大幅に減少

しています。

また、まもめーるによるタイムリーな情報発

信により、子どもに対する声かけ事案や特殊詐

欺事案等の注意喚起を図ることで、地域の防犯

力の向上に努めた結果、成果指標である刑法犯

認知件数を達成し、ａ評価となっています。

この事業の総合評価はＡ評価となっています。

今後の方向性は継続・見直しとしています。

次に、２８０ページをお開きください。

二つ目は、特殊詐欺水際対策強化事業です。

この事業の主な取組は、２事業内容に記載の

二つです。事業の一つ目は、特殊詐欺の被害に

遭う可能性の高い高齢者等に対する、コールセ

ンターを活用したきめ細かな注意喚起、注意喚

起内容を記載した電子マネー販売用封筒のコン

ビニでの活用など水際対策強化事業。二つ目は、

金融機関などでの水際対策を支援するポスター

の作成や犯行手口を紹介するチラシの作成など

の広報啓発を行う特殊詐欺被害防止注意喚起事

業です。

平成３０年度の決算額は１，４１９万３千円

です。活動指標の評価は、いずれも目標を達成

し、ａ評価となっています。

事業の成果は３に記載のとおり、成果指標で

ある特殊詐欺被害件数は１２６件で、前年比マ

イナス１１１件、被害額はマイナス４，３０９

万円と目標を達成し、ａ評価となっています。

この事業の総合評価はＡ評価となっています。

今後の方向性は継続・見直しとしています。

次に、２８１ページを御覧ください。

三つ目は、高齢者交通事故防止総合対策事業

です。

この事業の主な取組は、２事業内容に記載の

四つです。事業の一つ目は、免許更新を控えた

８０歳以上の高齢運転者に対し、郵送により、

運転免許証の自主返納などについての情報提供

を行う大分県警まごころ宅配便事業。二つ目は、

老人クラブ会員との連携による交通安全個別指

導を行うシルバーサポート事業。三つ目と四つ

目は、高齢運転者及び高齢歩行者の双方に対す

る参加体験型講習用機材による講習です。

平成３０年度の決算額は５１９万円です。活

動指標については、８０歳以上の免許更新予定

であった方が、更新時期より先に免許証を返納

したり、亡くなられたりしたことで資料を発送

しなかったことなどにより、１００％の達成率

とはなっていませんが、おおむね目標を達成し

たことから、ａ評価となっています。

事業の成果は３に記載のとおり、成果指標で

ある高齢者交通事故死傷者数は８７９人と、前

年より７４人減少し、目標達成できたことから

ａ評価となっています。

この事業の総合評価はＡ評価となっています。

今後の方向性は継続・見直しとしています。

次に、２８２ページをお開きください。

最後、四つ目の交通安全施設整備事業です。

この事業の主な取組は、２事業内容に記載の

四つです。一つ目は事故危険箇所対策等の推進。

二つ目は災害対策。三つ目は交通環境の改善に

伴う交通安全施設等の整備等。四つ目は歩行空

間のバリアフリー化です。

平成３０年度の決算額は７億６，６５８万３

千円です。活動指標の評価は、いずれも目標を

達成し、ａ評価となっています。

事業の成果は、高齢者等の事故防止を図るた

め、生活道路などにおける道路標識等の整備を

実施するとともに、信号機の新設・高度化を推

進するなど交通環境の改善を図り、成果指標で

ある交通事故死傷者数を達成できたことから、

ａ評価となっています。

この事業の総合評価はＡ評価となっています。

今後の方向性は継続・見直しとしています。

次にお手元の冊子、平成３０年度行政監査・

包括外部監査の結果の概要の４ページをお開き

ください。
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平成３０年度行政監査・包括外部監査の結果

の概要について説明します。

平成３０年度の行政監査テーマ、防災に必要

な物資・資材等の管理についての改善・検討事

項が記載されていますが、４ページ中ほどの１

６警察災害装備（２）保管場所と管理体制につ

いてを御覧ください。

検討事項として、警察本部第２別館の１階に

保管している災害警備用装備資機材について、

津波等により、使用困難となることが考えられ

ることから、他施設への資機材の移設等を検討

されたいとの指摘を受けたところです。

これについては、県警察が管理する庁舎の上

層階への移設等の措置を講ずる予定です。

以上で、行政監査・包括外部監査の結果の概

要についての説明を終わります。

田原会計課長 平成３０年度一般会計決算のう

ち、収入未済額及び事業別の決算状況について

説明します。

最初に収入未済額について、お手元の平成３

０年度決算附属調書により説明します。

２６ページをお開きください。

中ほどに記載している諸収入のうち、延滞金

の警察本部会計課分６万１，２００円及びその

二つ下の過料等７４５万８千円については、放

置違反金に係る収入未済額です。

２７ページを御覧ください。

雑入の上から九つ目の警察本部会計課分３２

万３，２００円については、白バイに追突した

交通事故の当事者が、修理代を平成３０年２月

から毎月分割して支払うことになっていること

から、その未払分です。

次に、事業別の決算状況について、別冊の平

成３０年度一般会計及び特別会計決算事業別説

明書により説明します。

３４７ページの平成３０年度歳出決算総括表

をお開きください。

第９款警察費は、予算現額２７２億８，５３

６万９，８８２円、支出済額２７０億７，５７

９万９，８６４円、不用額２億９５７万１８円

です。

３４９ページをお開きください。主要な施策

の成果で説明したものを除き、目別に決算額と

主な内訳を説明します。

第９款警察費のうち、第１項警察管理費第１

目公安委員会費の決算額は７６０万４，９５５

円です。内訳は、公安委員３人の報酬が６６０

万４，９９９円、その下の公安委員及び事務局

職員の旅費等、公安委員会の運営に要した経費

が９９万９，９５６円です。

次に、第２目警察本部費の決算額は２２２億

６，２４１万４，９５２円です。内訳は、警察

官２，０５４人、一般職員３３２人、計２，３

８６人分の給与費が２０７億６，１４１万６８

７円、その下の警察運営費が１５億１００万４，

２６５円です。

また、警察運営費の主な内訳については、そ

のページの一番下に記載している職員に対する

児童手当の支給に要した経費が２億５，８７０

万円、３５０ページをお開きください。上から

三つ目の警察官等に貸与する被服の調製に要し

た経費が１億１，１１５万４，８８３円、その

下の赴任旅費、健康管理経費、暖房用燃料、光

熱水費等の警察運営諸費が１１億２，１６８万

２，９９４円です。

次に、第３目装備費の決算額は３億６，０８

６万９，４１６円です。主な内訳は、ヘリコプ

ターの特別点検整備等に要した経費が８，９７

６万５，３２１円、その下の警察車両、ヘリコ

プター、船艇及び各種装備品の維持管理に要し

た経費が６，６６２万２，３５８円、その下の

警察車両、ヘリコプター及び船艇の燃料購入費

が１億９，５３４万６，４６９円です。

３５１ページを御覧ください。

次に、第４目警察施設費の決算額は２６億４，

５３３万９，４２９円です。主な内訳は、鑑識

科学センターの庁舎建設等に要した経費が１０

億６，２５０万８，２９４円、その下の交番１

か所及び駐在所３か所の建設等に要した経費が

１億３，２０６万７，２５６円、三つ飛ばして、

摩耗した横断歩道・一時停止標示の更新及び英

語併記の信号機地名板・道路標識の整備に要し

た経費が９，１１６万３，１７５円、その下の

信号機等の電気料、回線専用料、保守管理委託
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料等、交通安全施設の維持管理等に要した経費

が３億６，４６７万３，７４０円です。

次に、第５目運転免許費の決算額は５億６，

９１２万６，４６９円です。主な内訳は、認知

症等早期発見支援事業として、保健師等非常勤

職員３名の配置に要した経費が８４３万５，３

６４円、その下の運転免許証更新時の講習に要

した経費が６，９２２万９千円、３５２ページ

をお開きください。上から三つ目の運転免許試

験の実施、施設の維持管理等、運転免許業務に

要した諸経費が４億６，３２６万６，３４１円

です。

次に、第６目恩給及退職年金費の決算額は３，

０４５万３，５４９円で、昭和３７年１１月以

前に退職した警察職員及びその遺族に支給した

警察恩給費です。なお、１０月支給時の支給対

象者は２７人です。

最後に、第２項警察活動費の第１目警察活動

費の決算額は１１億９，９９９万１，０９４円

です。内訳は、上から二つ目の一般警察活動費

が４億６，８１８万６，２３６円で、この主な

内訳は３５３ページに記載しています。上から

三つ目の交番相談員及び警察安全相談員の配置

に要した経費が６，３７４万６，４９６円、そ

の下、鑑定器材等の整備等に要した経費が１億

１１３万５，５４６円、一つ飛ばして、警察電

話等回線専用料及び加入電話使用料等が１億５，

７９８万２，７６７円。

このページの中ほどにある刑事警察費が２億

５，０６４万２，５５８円で、この主な内訳は

捜査支援システムの整備及び維持管理に要した

経費が６，０４４万９，４８０円、三つ飛ばし

て、捜査用資器材の整備、捜査資料の作成等、

刑事・生活安全警察活動に要した諸経費が１億

２，０６３万１，２０１円。

同じページ、一番下の交通指導取締費が４億

６，６９６万９，３５６円で、この主な内訳で

すが、３５４ページをお開きください。

一番上の１１０番通信指令システム管理事業

費が１億４，３４８万２４１円、三つ飛ばして、

放置違法駐車車両の確認事務等の民間委託等に

要した経費が４，３２３万２４６円、二つ飛ば

して、取締用資器材の整備等、交通警察活動等

に要した諸経費が２億１，６９４万１，６１５

円です。

以上で説明を終わります。御審議のほどよろ

しくお願い申し上げます。

井上（明）副委員長 以上で説明は終わりまし

た。これより質疑に入ります。

執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを使用し、簡潔・明瞭に答弁願います。

事前通告が３名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。

堤委員 まず１点目、３５１ページの自動車運

転免許事務費の関係ですね。

認知症等早期発見支援事業では、認知症によ

って免許更新ができなかった事例はどれぐらい

あるのか。また、そういう方に対していろんな

施策があると思うんですが、そういう紹介など

はどうされているのかという点。

これは、通告に書いていないんだけれども、

今説明を聞きながらちょっと思ったことが、高

齢者の交通事故が大変多いとのことで、アクセ

ルとブレーキの踏み間違い安全装置、今、市販

されているけれども、それに対する認識はどう

か。県警として安全に対する認識がどうかと、

あれば少し教えていただきたいと思います。

二つ目は、昨年度の決算でビデオカメラのリ

ース。これは予算特別委員会で聞きましたけれ

ども、確定した件数及び金額はいくらか。また、

刑事訴訟法が改正されて、取調べの録音・録画

が可能となりました。そのための設備の改修や

金額、また取調官の研修等はどうなっているか

等についてお伺いします。

木村交通部長 まず１点目、認知症等早期発見

事業に関して説明します。

平成３０年度に認知機能検査を受けた高齢運

転者は２万５，３０３人であり、そのうち認知

症が疑われ、最終的に運転免許証を自主返納し

た方が２１４人、運転免許証を更新しなかった

方が６８人、運転免許証の取消処分を受けた方

が３人の合計２８５人が運転免許を更新してい

ません。また、認知症等の「等」に該当する統
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合失調症、てんかんなどの一定の病気り患によ

り運転免許の取消処分を受けた方は５９人でし

た。運転免許証の自主返納をした方や更新をし

なかった方に対し、直接医療機関や地域包括支

援センターを紹介するほか、自主返納に伴う自

治体の支援を紹介するなどの支援を行っていま

す。

次に、ブレーキとアクセルの踏み間違いに関

する認識なんですけれども、国土交通省が後付

けの安全装置――テレビなどで報道されていま

すけれども、後から付ける踏み間違い装置につ

いては、安全装置の性能評価制度を去年の４月

に作っています。また、大手のメーカーにも要

請しているんですけど、取付けが一部の車種に

限られていると、いろんな問題があるのも現実

でして、県警察としては、国の動向とか今後の

国の方針について注視しているところです。そ

れと、後付け装置ではなくて、自動ブレーキの

付いた車だとか踏み間違い防止装置が付いたサ

ポカーですね、こういった車の購入を推奨して

います。

山田警務部長 二つ目の質問のうち、まずリー

スと購入に関して回答します。

平成３０年度決算における捜査活動用ビデオ

カメラのリース及び購入の件数及び金額につい

てですが、借り上げは７件で３６台、金額は２

９３万１，１２０円です。また、購入はありま

せんでした。

工藤刑事部長 私から、取調べの録音・録画の

ための設備改修や金額、取調官の研修について

お答えします。

令和元年６月１日から取調べの録音・録画制

度が施行されています。同制度に適切に対応す

るため、録音・録画装置を県警では平成２４年

度から県下全警察署に計画的に整備し、現在３

２台を配備しています。昨年度は３警察署、３

台の装置を更新・整備し、その支出金額は３９

７万８，７２０円です。また、同制度に適切に

対処するため、捜査の要である刑事課長等を対

象とした研修をはじめ、実際に取調べを担当す

る職員を警察学校に入校させての教養や、刑事

企画課の担当職員が各警察署を巡回し、全警察

職員に対する指導・教養を実施しています。

堤委員 ビデオカメラの関係ですが３６台とい

うことで、リース等の契約があるでしょうから、

現在ビデオカメラのリース台数がどれぐらいあ

るのか。現在保有する台数、リースも含めて台

数がいくらかということ。

もう一つは、昨年度ビデオカメラ等を使用し

た事件の数、中身まではなかなか答えられない

でしょうから、その事件の数及び検挙数がそれ

によりどうだったかが分かれば教えてください。

山田警務部長 大分県警察として保有している

捜査活動用ビデオカメラですけれども、まず保

有ですが、１７９台を所有しています。また、

借り上げに関しては、本年９月３０日現在で３

４台です。

工藤刑事部長 事件の質問がありましたけれど

も、個別案件については、関係者のプライバシ

ーや名誉の関係があるので、今後の捜査に支障

を及ぼすこともあることから、件数等はこの場

では控えさせていただきたいと思います。

堤委員 この場で控えるというのは、それ以外

の場所ではオーケーということなのかな。

それと件数、別に個人の状況を何がどうだと

か、これがどうだとかいう具体的なことを聞い

ているわけじゃない。これまで刑法犯の認知、

さっき３，３００件認知件数があったと数字を

出しているじゃない。高齢者の交通事故も８７

９人とか出ているわけね。強いて言えば、これ

も個人情報でしょう、事故という問題ではね。

同じような考え方、つまりそういう件数、百何

十台持ってる県警の中で、こういうのがどうい

う形で使われて、件数だけで使われているのか

ということは、別に言えないことじゃないと思

うんだけどね。それと検挙数も含めて、再度答

弁を求めます。

石川警察本部長 具体的に使用した事件の数と

か、あるいはカメラを使ってどれぐらい検挙し

たかを表に出すと、結局、刑法犯の認知件数の

中で大体どれぐらいカメラを使用したのか、あ

るいはどれぐらい検挙したかということで、こ

れは正に捜査の手の内に当たります。逆に言う

と、それ以外の事件については使ってないこと
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も明らかになるので、そういった意味で実際に

使用した事件の数とか検挙数を明らかにするこ

とにより、カメラの使用状況が捜査の手の内と

して明らかになってしまうので、大変恐縮なが

らお答えは差し控えさせていただきます。

堤委員 結局、数年前の別府署の隠しカメラ問

題、それにも一つ端を発しているわけですよね、

この問題は。だから、そういうのは県警として

やっぱり当然しっかりと、もう再発防止でいろ

んな研修とかをやってきていると、いろいろ聞

きました。聞いた中で、ビデオカメラ等は使う

場合には上からのきちっとした指導・指示がな

ければ使えないということも確認できています

からね。ぜひそれは守って、不法なやり方をし

ないよう強く要望して終わります。

守永委員 ３点ほどお尋ねしたいと思いますが、

まず、子どもの見守りについてなんですけれど

も、決算事業別説明書３５２ページの警察活動

費の中に、子供見守り街頭防犯カメラ設置支援

事業費が記載されていますが、３０年度の実績

としてどの地域に設置したのか。カメラの管理

がどのようになっているのか。そして県警との

連携方法をどのようにしているのか、あわせて

教えていただければと思います。

次に、空き交番・県民安全相談対策事業費に

ついてですが、交番相談員や警察安全相談員を

配置するとのことで、この事業については交番

に空き時間をつくらない取組と解釈していいの

か、確認をさせてください。３０年度の実績と

しては交番の空き時間をつくらないことがどの

程度できたのか、また相談件数等、取組成果に

ついて教えてください。

３点目が、交通指導の取締りについてです。

これまでも様々な会議の場で、交差点における

交通ルールが的確に理解されていないのではな

いかと発言していますが、平成３０年度の指導

において、交差点の通過ルールについて何か具

体的に取り組んだことがあるのか。あれば御紹

介ください。

筒井生活安全部長 私から、子供の見守り街頭

カメラ設置支援事業費について説明します。

平成３０年度の当事業におけるカメラの設置

状況については、１０地区に８１台のカメラを

設置しています。設置地域については、大分市

４か所９台、由布市１か所５台、日出町５か所

６７台であり、子どもの通学路を中心に設置し

ています。カメラの管理は設置主体である自治

会や協議会等が行っていて、県警察では各地区

の自治会等に対して、子どもの見守りを含めた

防犯対策に活用するように指導し、またその運

用については県のガイドラインに沿う運用が行

われるように設置者に働きかけを行っています。

引き続き、空き交番・県民安全相談対策事業

費の交番相談員について説明します。

この事業は、地方公務員法に定める一般職、

非常勤職員である交番相談員をそれぞれ交番に

配置しているものです。交番相談員は、交番に

勤務する警察官の所外活動に伴う不在状態を解

消し、各種の届出や相談を迅速・的確に対応す

ることを目的に配置しています。

現在、交番相談員は県下５警察署、１９交番

に２０名を配置しています。平成３０年度中の

交番相談員の取扱件数は、総合計で２万３，１

１８件で、主な取扱いは警察安全相談の受理や

遺失・拾得物の受理、それから地理案内等です。

交番相談員の一月の勤務日数は１８日で、配置

交番の日中における不在状況は解消できている

ものと考えています。

警察安全相談員については、警務部長から答

弁します。

山田警務部長 続いて、平成３０年度中の警察

安全相談員の取組、成果等についてお答えしま

す。

警察安全相談員は、現在七つの警察署に合計

８名を配置しており、県民の安全と平穏に係る

相談に対応しています。例えば、振り込め詐欺

をはじめとする特殊詐欺、闇金融、悪徳商法に

関するもの。ストーカー、ＤＶ、恋愛感情のも

つれに起因する男女間トラブルに関するもの。

交通取締り要望、交通事故に関するもの等の相

談のほか、日常生活の中で生じるトラブル等、

多種多様な相談に対応しています。

なお、平成３０年度に県警に寄せられた相談

件数のうち、警察安全相談員が対応したものは
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１，２５３件でした。今後も、県民からの各種

相談に迅速・的確に対応し、県民の安全・安心

の確保に努めます。

木村交通部長 交差点の通行方法について説明

します。

信号機のない交差点の通行方法は道路交通法

によって規定されており、道幅が同じような道

路の交差点では、左方から来る車があるときは、

その車を妨げてはいけない。交差する道路が交

差点においても中央線が設けられているなどの

優先道路であるとき、その道路を進行してきて

いる車の進行を妨げてはいけない。交差点又は

その直近で歩行者が道路を横断しているときは、

その歩行者の通行を妨げてはならないなど、様

々な規定が設けられています。交差道路の優先

関係を正しく理解することは重要であり、当然

運転免許の取得時には、全てのドライバーに取

得のための要件として正しい知識を身に付けて

いただきます。

一方で、運転免許の更新時講習においては、

時間の制約があることから、交通事故の発生状

況を踏まえつつ、必要に応じて交差点事故を含

む交通事故の特徴や運転者の基本的な心構えな

どについて、改めて視聴覚教材を活用して講習

を行っています。

なお、平成３０年度については、横断歩道に

おける歩行者優先の徹底が不十分であり、歩行

者が犠牲となる交通死亡事故が多発していたこ

とから、交差点の通行方法の一つとして、横断

歩道での交通ルールの遵守と交通マナーの向上

に重点的に取り組んでおり、今年度も引き続き

横断歩道における歩行者優先を最重点としてい

ます。

警察としては、引き続き交通指導取締りや各

種講習等の機会を利用して、交差点における正

しい通行方法など基本的な交通ルールを周知徹

底します。

守永委員 まず、子どもの見守りについては、

それぞれ自治会の設置要望に応じて付けていく

のが主体だったのだろうと思いますけれども、

多分自治会の要望としては、監視カメラによっ

て日々の状況を記録することが目的ではないと

思うんですよね。そのとき何が、どういう状況

なのかを把握したいし、いち早く何かがあった

ときに気付いてほしいということだと思います。

自治会だけで管理して、映像そのものが公民館

にしか届かない。何かあったのを自治会の人が

ずっと画面を見ながら見守ることだけでいいの

かどうか非常に疑問があるし、設置した方々か

らは、何かそういったことで、さらにうまく連

携ができないかという要望があるんじゃないか

と思うんですけれども、その辺、何か聞き取り

をしていれば教えてください。

それと、空き交番の対応については、１９交

番で解消できているとの報告でしたけれども、

全体で交番数がいくつありましたかね。全体的

に解消していくために、今後どのぐらいの取組

が必要になるのか、またどういう計画を持って

いるのか、あれば教えてください。

交差点の交通ルール、基本的には皆さん知っ

ているんだろうと思うんですが、お互いに譲り

合って、交差点に差しかかる中で譲ってくれた

と思って進み始めたら、両方がそう思って事故

を起こすこともある。向こうが優先なんだとい

うことが相手のドライバーにも、こちらが優先

だったよねと、お互いの共通理解と結論に達す

るということが大事でしょうから。そういった

観点で一度きちんと、交差点ではこういうルー

ルの下で通行に気を付けてくださいというのを、

かなり徹底をしないと危ない状況だと。毎朝、

近所の交差点で児童の登校指導をやっています

けれども、しょっちゅう危険な車の通行場面に

出くわします。その辺をもっと的確に伝わるよ

うに指導をお願いしたいと思います。最後のは

要望です。

筒井生活安全部長 まず、街頭防犯カメラの運

用に対する地区の要望ですが、基本的には、さ

きほど申した県のガイドラインの中に、目的外

利用の禁止であるとか、場所、範囲、それから

カメラを設置していることを表示するとか、画

像の適正な管理、第三者への提供の制限といっ

たことが規定されていて、そういった指導をし

ながら、運用者において管理をしているところ

です。それぞれ個別に、各警察署にいろんな相
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談はあろうかと思いますけれども、それは個別

に警察署としても対応しています。

それから、１９交番、全部で３２の交番があ

って、残り１３交番は交番相談員は配置されて

いません。今後もこの配置については、管内の

人口の流動とか地理的状況、それから事件・事

故の取扱い状況、交番員の勤務体制とか不在交

番の状況を勘案しながら、必要に応じて検討し

たいと考えていますし、県下でも五十数％の配

置で、九州管内ではほぼ平均ぐらいで配置され

ています。

守永委員 交番、特に見回りに出ることは大切

なことですし、それは必要なことなんですが、

それによって不在になる場合がある。その間に

訪ねていったけれども対応できない、電話では

なかなか要領を得ない、そういったケースもた

くさんあると思うので、全３２の交番の不在が

ないように工夫いただければと思います。最後

のは要望です。ありがとうございました。

高橋委員 私からは１点、職員の超過勤務の現

状と働き方改革についてお尋ねします。

警察職員の皆さんは本当に平日、休日を問わ

ず、時間外勤務もかなり多いのではないかと思

います。特に、大きな事件、事故、災害等があ

ったとき、本当に御苦労されているのではない

かと思います。先般も土曜日でしたけれども、

ちょうど私、居合わせたんですが高速道路の出

入口で、シートベルトの着用指導等を非常に献

身的にやってくださって、大変頭が下がる思い

がしました。働き方改革によって、２９年度に

比べて３０年度はどの程度改善がなされてきた

のか。条件整備等々も含め、また今年度も、今

はラグビーのワールドカップも始まっています

し、あと２試合、あさって、しあさってと、こ

れまた土日で、交通整理等々が非常に大変だろ

うと思いますけれども、勤務手当や休暇等、そ

の他の制度面での改善も含めて、今現在どの程

度進んでいるのかについて質問します。よろし

くお願いします。

山田警務部長 職員の超過勤務の現状と働き方

改革についてお答えします。

大分県警察においては、職員の心身の健康維

持、士気の高揚、優秀な人材の確保並びに女性

職員の活躍推進等の観点から、仕事と私生活を

共に充実させるワーク・ライフ・バランスの実

現に向けて働き方改革を積極的に推進し、業務

の合理化・効率化を図るとともに、勤務実態に

合わせた勤務開始時間の繰上げや繰下げ、連続

休暇の取得促進、職員の意識改革等の取組を進

めています。

こうした取組を推進した結果、平成３０年度

の警察職員一人一月当たりの平均時間外勤務時

間数は約２８時間で、前年度に比べて約７時間

減少するとともに、平成３０年の一人当たりの

年次休暇取得日数は平均１１．６日で、前年に

比べて０．９日増加するなど、一定の成果を上

げているところです。

一方、委員御指摘のとおり、ラグビーワール

ドカップ日本大会等大規模イベントが行われた

場合の対応についてですが、大規模イベントに

ついては、警備に万全を期す必要があるため、

時間外勤務が増加することはやむを得ない一面

があります。したがって、同大会における時間

外勤務手当の予算を別途確保し、当該手当の適

正執行を図っているほか、同大会が終了した後

には休暇の積極的な取得を図ることとしていま

す。今後とも、業務の合理化・効率化をはじめ、

働き方改革をより積極的に推進し、県内の治安

水準を落とすことなく、全ての警察職員にとっ

て働きがいのある職場環境づくりの構築に努め

ます。

高橋委員 様々な取組の中で、超勤の時間が少

しずつ短くなっている。それでも月平均、これ

はあくまでも一人当たりの平均が２８時間です

から、恐らく多い人もいれば少ない人もいる。

様々な条件の中でだいぶん違うと思うんですけ

れども、少しでもこの時間が、また少しずつで

も均等になって、短くなっていけばいいなと思

います。

さきほど、超勤手当については別途予算との

ことですけど、今回の決算の中で大規模イベン

ト等の時間外勤務の予算は、大体どこにいくら

ぐらいということが、もし分かれば教えてくだ

さい。



- 45 -

田原会計課長 平成３０年度の事業別説明書の

３５２ページを御覧ください。

その中の下の方にありますが、第２項警察活

動費第１目警察活動費の中の一番上にある事業

費支弁給与費１，３３２万７千円、ここに計上

しています。

高橋委員 私たち県民が、安心・安全で暮らし

ていくための警察活動というのは、今後ますま

す大事になってくると思いますし、やはり若い

人が警察官になって、みんなのために働きたい

と思えるような、そういう魅力のある警察活動、

職場にしていただきたいと思いますし、今いら

っしゃる警察官の皆さんが本当に元気で活躍で

きる、そういう職場に今後もしていただきたい

と思いますので、これからも職場の改善、働き

方改革に力を入れていただきたいと思います。

ありがとうございます。

井上（明）副委員長 ほかに、事前通告されて

いない委員で質疑はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

井上（明）副委員長 委員外議員で質疑はあり

ませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

井上（明）副委員長 それでは本日の質疑を踏

まえ、全体を通して委員の方からほかに何か質

疑はありませんか。

〔「なし」という者あり〕

井上（明）副委員長 別にないので、これで質

疑を終了します。

それでは、これをもって警察本部関係の審査

を終わります。執行部の皆さんはお疲れさまで

した。

これより内部協議に入りますので、委員の方

はお残りください。

〔委員外議員、警察本部退室〕

井上（明）副委員長 これより、決算審査報告

について内部協議に入ります。

さきほどの警察本部の審査における質疑等を

踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと思

いますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映さ

せるべき意見・要望事項等がありましたら、お

願いします。

堤委員 さきほどのビデオカメラの関係ですけ

れども、件数もああいう理由で明らかにされま

せんので、やはり当然厳正な資料と言いますか、

そういうのをやっぱりきちんとする。昨年の決

算でも３６台リースしています。保有も１７９

台あるわけですから、かなり利用、活用された

と思うんだけれども、その点については、上司

の命令に基づいた適正な執行をこれからも厳正

にやるように、一言付け加えていただきたいと

思いますので、よろしくお願いします。

井上（明）副委員長 ただいま、委員からいた

だいた意見、要望及び本日の審査における質疑

を踏まえ、審査報告書案として取りまとめたい

と思います。

詳細については、委員長に御一任いただきた

いと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

井上（明）副委員長 それでは、そのようにし

ます。

以上で警察本部関係の審査報告書の検討を終

わります。

以上で本日の審査及び１０日から行ってきた

部局別審査は終わりました。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」という者あり〕

井上（明）副委員長 別にないので、ここでお

諮りします。

審査報告の取りまとめについては、本日まで

の委員会審査における執行部との質疑などを踏

まえ、正・副委員長協議の上、委員会審査報告

書の案を作成し、１１月６日の委員会にてお諮

りしたいと考えていますがよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

井上（明）副委員長 それでは、元吉委員長と

ともに準備を進めます。

次回の委員会は、１１月６日水曜日の午前１

０時から、第３委員会室で開きます。

以上をもって本日の委員会を終わります。

お疲れさまでした。


